
都道府県労働局長殿

基発 0402第 37号

平成 24年 4月 2日

厚生労働省労働基準局長

(公印省略)

「今後の労働時間等設定改善関係業務の進め方についてJ等の一部改正

について

労働時間等設定改善関係業務に関しては、平成23年4月1日付け基発0401第 17

号「今後の労働時間等設定改善関係業務の進め方についてJ (以下 f業務通達Jと

いう。)に基づき業務の運営を行ってきたところである。

しかし、長時間労働の現状にある業種、職種、年齢層等が依然として存在してお

り、こうした分野における過重労働の発生を防止するためには、 「働き方Jの改善

に加え、休日や休暇をより労働者の生活ニーズに適合したものに改善していくとい

う「休み方Jに重点を置いた改善アプローチについてもより積極的に意識しつつ、

「働き方Jと f休み方Jを同等かつ重要なものとして総合的に改善を進めていくこ

とが課題となっている。

そこで、個別事業場等に対する働きかけについては、その趣旨をより明確化する

ため、 「労働時開設定改善コンサルタント」を f働き方・休み方改善コンサルタン

トJに改称し、休み方の改善の観点から仕事の組み立て方や就労の住方を見直す等、

働き方・休み方の総合的な改善に積極的、効果的に取り組む事業主等の活動を支援

するとともに、助成金による支援については、助成対象を恒常的な長時間労働の実

態がみられる建設業、運輸業、情報通信業等の業種に属する事業主等に重点化する

ことにより実効性を高めることとした。

これらを踏まえ、下記のとおり、業務通達、平成18年3月17日付け基発第0317008

号「過重労働による健康障害防止のための総合対策についてJ及び平成 23年4月



1日付け基発 0401号第 19号「当面の労働時間対策の具体的推進についてJを改め

るので、了知の上、その積極的な推進に努められたい。

記

1 業務通達の一部改正

別添・1新旧対照表(様式及び別表については改正後のもの)のとおり改正する。

2 平成 18年3月 17日付け基発第0317008号「過重労働による健康障害防止の

ための総合対策について」の一部改正

別添2新旧対照表のとおり改正する。

3 平成 23年4月1日付け基発 0401号第 19号「当面の労働時間対策の具体的推

進についてJの一部改正

別添、3新旧対照表のとおり改正する。

(参考)通達改正後の全文

1 業務通達

2 平成 18年3月 17日付け基発第0137008号「過重労働による健康障害防止の

ための総合対策についてj

3 平成 23年4月1日付け基発 0401号第 19号「当面の労働時間対策の具体的

推進についてJ



別添1

f今後の労働時間等設定改善業務の進め方についてJ

(平成23年4月1日付け基発 0401第 17号)新旧対照表

後一正一
記

改一 行現
一
記

第1 仕事と生活の調和の実現に向けた社会的気|第1 仕事と生活の調和の実現に向けた社会的気

運の醸成 | 運の醸成

1 広報啓発活動の積極的な展開 1 広報啓発活動の積極的な展開

仕事と生活の調和についての社会的気運の

醸成を図っていくためには、各地域の実情を

踏まえつつ効果的な広報啓発活動を展開して

いくことが重要であり、都道府県等の関係機

関と連携をとりつつ積極的な広報啓発活動を

実施するよう努めること。

2 あらゆる機会を通じた周知・啓発

労働時間等設定改善対策を円滑に推進する

ためには、労使の自主的な取組の推進が重要

であることから、都道府県や地域レベルでの

主要な事業主団体や労働者団体との日頃から

の連携に配慮し、これらの団体の各種会議や

広報誌への掲載等のあらゆる機会を通じた周

知・啓発活動を行うこと。

第2 個別事業場等に対する働きかけ

1 基本的態度

個別事業場への働きかけについては、労働

時間等の設定の改善に関する特別措置法(平

成4年法律第90号)等を広く周知・啓発す

るという趣旨に鑑み、局内における関係部署

はもとより、都道府県等の関係行政機関、関

係する業界団体などとの連携を図りながら、

効率的・効果的な行政展開を積極的に図るこ

とが肝要であり、そのためには、日頃から関

係機関等との良好な関係を構築しておくこと

に心掛けること。

2 管内状況の把握

相談の内容、自主点検結果、その他関係団

仕事と生活の調和についての社会的気運の

醸成を図っていくためには、各地域の実情を

踏まえつつ効果的な広報啓発活動を展開して

いくことが重要であり、都道府県等の関係機

関と連携をとりつつ積極的な広報啓発活動を

実施するよう努めること。

2 あらゆる機会を通じた周知・啓発

労働時間等設定改善対策を円滑に推進する

ためには、労使の自主的な取組の推進が重要

であることから、都道府県や地域レベルでの

主要な事業主団体や労働者団体との日頃から

の連携に配慮し、これらの団体の各種会議や

広報誌への掲載等のあらゆる機会を通じた周

知・啓発活動を行うこと。

第2 個別事業場等に対する働きかけ

1 基本的態度

個別事業場への働きかけについては、労働

時間等の設定の改善に関する特別措置法(平

成4年法律第90号)等を広く周知・啓発す

るという趣旨に鑑み、局内における関係部署

はもとより、都道府県等の関係行政機関、関

係する業界団体などとの連携を図りながら、

効率的・効果的な行政展開を積極的に図るこ

とが肝要であり、そのためには、日頃から関

係機関等との良好な関係を構築しておくこと

に心掛けること。

2 管内状況の把握

相談の内容、自主点検結果、その他関係団



体等からのヒアリングなどから、管内におけ

る業種、職種、地域ごとの仕事と生活の調和

推進への取組状況や意識などに関する管内状

況の把握に努めること。

3 計画的対応

管内における仕事と生活の調和の実現に向

け、効果的な対応を図るため、必要に応じ中

長期的な視点を持って対応すること。

例えば、一定の業種などに啓発すべき対象

が相当数存在すると考えられる場合などは、

集団的対応・個別対応を組み合わせ、単年度

限りの対応とすることなく、複数年 (2--3

年)の対応とするなど計画性を持ったものと

すること。

4 対象とする事業場等

次の対象事業場に対し、それぞれの手法を

用いて効果的に対応すること。

(1) 業種の特性に応じた対応が必要と考え

られる事業場

医療機関における看護師等夜勤を含む

交代制勤務に従事する者など業種におけ

る変則的な勤務形態や長時間労働が懸念

される事業場。

(手法:自主点検、ワークショップ、コ

ンサルティング)

(2) 長時間労働が懸念される事業場(上記

(1)の対象を除く。)

1か月当たり 80時間を超える時間外労

働が可能となる労働基準法第 36条第1項

の規定に基づく協定を締結している事業

場や「過労死J等に係る労災保険給付が行

われている事業場等(当該年度に暑におい

て監督指導、集団指導、自主点検等の各種

行政手法を講ずるものなど、局において調

整したものを除く。)。

(手法:自主点検、ワークショップを原

則とし、必要に応じてコンサルティング)

(3) 助成金受給事業場

職場意識改善助成金を受給した事業場

体等からのヒアリングなどから、管内におけ

る業種、職種、地域ごとの仕事と生活の調和

推進への取組状況や意識などに関する管内状

況の把握に努めること。

3 計画的対応

管内における仕事と生活の調和の実現に向

け、効果的な対応を図るため、必要に応じ中

長期的な視点を持って対応することo

例えば、一定の業種などに啓発すべき対象

が相当数存在すると考えられる場合などは、

集団的対応・個別対応を組み合わせ、単年度

限りの対応とすることなく、複数年 (2--3 

年)の対応とするなど計画性を持ったものと

すること。

4 対象とする事業場等

次の対象事業場に対し、それぞれの手法を

用いて効果的に対応すること。

(1) 業種の特性に応じた対応が必要と考え

られる事業場

医療機関における看護師等夜勤を含む

交代制勤務に従事する者など業種におけ

る変則的な勤務形態や長時間労働が懸念

される事業場。

(手法:自主点検、ワークショップ、コ

ンサルティング)

(2) 長時間労働が懸念される事業場(上記

(1)の対象を除く。)

1か月当たり 80時間を超える時間外労

働が可能となる労働基準法第 36条第1項

の規定に基づく協定を締結している事業

場や「過労死j等に係る労災保険給付が行

われている事業場等(当該年度に署におい

て監督指導、集団指導、自主点検等の各種

行政手法を講ずるものなど、局において調

整したものを除く。)。

(手法:自主点検、ワークショップを原

則とし、必要に応じてコンサルティング)

(3) 助成金受給事業場

職場意識改善助成金を受給した事業場



や労働時間等設定改善推進助成金を受給

した事業主団体の傘下事業場を対象にコ

ンサルティングを実施するもの。

(手法:コンサルティング)

(4) 自らコンサルティングを希望する事業

場(上記(1)--(3)を除く。)

(手法:コンサルティング)

5 手法

(1) ワークショップ

ア対象事業場の選定

これまでの相談状況などを中心に局

内を広く傭敵し、長時間労働が懸念され

る業種、職種等を中心に対象を選定する

ことと併せ、別途指示する場合は、その

指示に基づく事業場を対象とすること。

また、 1回のワークショップの参加事

業場数が、 10--30程度となるように選

定すること。

イ 対象事業場に対する参加の勧奨

対象事業場が選定されたら、通知文を

発出し参加勧奨すること。

また、特定の業種団体等の構成事業場

を一定数集めて実施する場合は、ワーク

ショップを効率的かつ効果的に展開す

るため、事前に当該業種団体等へ協力を

要諦することと併せ、可能であれば、当

該業種団体等と共同で実施すること。

さらに、医療機関、介護施設等、都道

府県等の業所管部局と関係の深い事業

場を対象とする場合は、当該部局と連携

を図り、共同で実施するなどの工夫を図

ること。

なお、事業場に対する通知文について

は、別紙3を参考とすること。

ウ ワークショップの開催

(ア)導入

下記 (2)の一般的なコンサルティン

グと同様にワーク・ライフ・バランス

の必要性、長時間労働の抑制による過

や労働時間等設定改善推進助成金を受給

した事業主団体の傘下事業場を対象にコ

ンサルティングを実施するもの。

(手法:コンサルティング)

(4) 自らコンサルティングを希望する事業

場(上記(1)--(3)を除く。)

(手法:コンサルティング)

5 手法

(1) ワークショップ

ア 対象事業場の選定

これまでの相談状況などを中心に局

内を広く傭敵し、長時間労働が懸念され

る業種、職種等を中心に対象を選定する

ことと併せ、別途指示する場合は、その

指示に基づく事業場を対象とすること。

また、 1回のワークショップの参加事

業場数が、 10.......30程度となるように選

定すること。

イ 対象事業場に対する参加の勧奨

対象事業場が選定されたら、通知文を

発出し;参加勧奨すること。

また、特定の業種団体等の構成事業場

を一定数集めて実施する場合は、ワーク

ショップを効率的か勺効果的に展開す

るため、事前に当該業種団体等へ協力を

要請することと併せ、可能であれば、当

該業種団体等と共同で実施すること。

さらに、医療機関、介護施設等、都道

府県等の業所管部局と関係'の深い事業

場を対象とする場合は、当該部局と連携

を図り、共同で実施するなどの工夫を図

ること。

なお、事業場に対する通知文について

は、別紙3を参考とすること。

ウ ワークショップの開催

(ア)導入

下記 (2)の一般的なコンサルティン

グと同様にワーク・ライフ・バランス

の必要性、長時間労働の抑制による過



労死防止対策などについて説明し、自

主点検を実施すること。

(イ)展開

自主点検により、事業場内の課題を

明確にし、 1か月以内に別紙4のアク

ションプラン記入シートにより改善計

画を策定し、提出するよう指導するこ

と。

(ウ)まとめ

アクションプラン作成後3か月を目

処に別紙5の改善レポートを提出する

よう指導すること。

また、改善レポートの提出のあった事

業場のうち3事業場を目処に改善状況

の確認及びさらなる改善の検討などフ

ォローアップを行うこと。

エ スケジュールの目安

(ア)第 1四半期対象事業場の選定及び

参加勧奨

(イ)第2四半期 ワークショップの開催

(ウ)第3四半期 改善レポートの提出

(坊第4四半期改善レポート事業場へ

のフォローアップの実施

(2) コンサルティング

ア コンサルティングの実施

個別事業場に対するコンサルティン

グについては、都道府県労働局に配置さ

れた働き方・休み方改善コンサルタント

(以下「コンサルタントJという。)を

活用して、時間外労働の削減のための自

主点検等を実施し、事業場の希望に応じ

てコンサルタントによる個別訪問を実

施するとともに、助言・指導を希望する

に至っていない事業場に対しても、長時

間労働が懸念される場合等改善が必要

と考えられるものに対しては、積極的な

コンサルタントの活用を勧奨するよう

努めること。

個別訪問については 1回限りの実施

『

労死防止対策などについて説明し、自

主点検を実施すること。

(イ)展開

自主点検により、事業場内の課題を

明確にし、 1か月以内に別紙4のアク

ションプラン記入シートにより改善計

画を策定し、提出するよう指導するこ

と。

(ウ)まとめ

アクションプラン作成後3か月を目

処に別紙5の改善レポートを提出する

よう指導すること。

また、改善レポートの提出のあった事

業場のうち3事業場を目処に改善状況

の確認及びさらなる改善の検討などフ

ォローアップを行うこと。

エ スケジュールの目安

(ア)第1四半期 対象事業場の選定及び

参加勧奨

(イ〉第2四半期 ワークショップの開催

(ウ)第3四半期改善レポートの提出

(坊第4四半期改善レポート事業場へ

のフォローアップの実施

(2) コンサルティング

ア コンサルティングの実施

個別事業場に対するコンサルティン

グについては、都道府県労働局に配置さ

れた労働時開設定改善コンサルタント

(以下『コンサルタントJという o )を

活用して、時間外労働の削減のための自

主点検等を実施し、事業場の希望に応じ

てコンサルタントによる個別訪問を実

施するとともに、助言・指導を希望する

に至っていない事業場に対しでも、長時

間労働が懸念される場合等改善が必要

と考えられるものに対しては、積極的な

コンサルタントの活用を勧奨するよう

努めること。

個別訪問については 1回限りの実施



ではなく、事業場に対し改善プランを提 ではなく、事業場に対し改善プランを提

示するなど一定期間にわたって事業場 示するなど一定期間にわたって事業場

を計画的に訪問し、指導・援助を行うこ を計画的に訪問し、指導・援助を行うこ

ととする。 ととする。

イ 対象事業場の選定 イ 対象事業場の選定

コンサルティングについては、週労働 コンサルティングについては、週労働

時間 60時間以上の雇用者の割合が特に 時間 60時間以上の雇用者の割合が特に

高い 30代の労働者が多く勤務する事業 高い 30代の労働者が多く勤務する事業

場、医療機関における看護師等夜勤を含 場、医療機関における看護師等夜勤を含

む交代制勤務に従事する者など厳しい む交代制勤務に従事する者など厳しい

勤務環境や長時間労働が懸念される事 勤務環境や長時間労働が懸念される事

業場などに対して重点的に実施するこ 業場などに対して重点的に実施するこ

と。 と。

ウ コンサルタントの庁外活動の件数 ウ コンサルタントの庁外活動の件数

平成 20年 3月 11 日付け基発第 平成 20年 3月 11 日付け基発第

0311001号 f業務の効果的・効率的な推 0311001号『業務の効果的・効率的な推

進についてj の記の第2の7の(1)のア 進についてJの記の第2の7の(1)のア

において、コンサルタントが行う 1か月 において、コンサルタントが行う 1か月

当たりの庁外活動の目安件数を3件以 当たりの庁外活動の目安件数を3件以

上と指示したところである。 上と指示したところである。

コンサルタントが主体的・能動的に庁 コンサルタントが主体的・能動的に庁

外活動を行うことは本来業務専念の観 外活動を行うことは本来業務専念の観

点からも有効であるため、引き続き、コ 点からも有効であるため、引き続き、コ

ンサルタントが行う 1か月当たりの庁 ンサルタントが行う 1か月当たりの庁

外活動の件数について、事業場への個別 外活動の件数について、事業場への個別

訪問のほか、ワークショップや事業主団 訪問のほか、ワークショップや事業主団

体等への対応も含めて3件以上を目安 体等への対応も含めて3件以上を目安

とすること。 とすること。

なお、本省においては、各局から報告 なお、本省においては、各局から報告

されるコンサルタントの活動状況を取 されるコンサルタントの活動状況を取

りまとめた後、その活動実績を各局に対 りまとめた後、その活動実績を各局に対

し情報提供することとする。 し情報提供することとする。

(3) 自主点検 (3) 自主点検

自主点検はワークショップやコンサル 自主点検はワークショップやコンサル

ティングの対象事業場の選定のために活 ティングの対象事業場の選定のために活

用すること。また、特に時間外労働が長い 用すること。また、特に時間外労働が長い

事業場に対する自主的な取組を促進する 事業場に対する自主的な取組を促進する

ため、コンサルタントを活用して、あらゆ ため、コンサルタントを活用して、あらゆ

る機会を捉え、広く、時間外労働の削減の る機会を捉え、広く、時間外労働の削減の



ための自主点検を実施すること。 ための自主点検を実施すること。

第3 労働時間等の設定の改善の促進を図るため|第3 労働時間等の設定の改善の促進を図るため

の支援

1 労働時間等設定改善推進助成金について

中小企業事業主の団体文はその連合団体

が、その構成事業主の雇用する労働者の労働

時間等の設定の改善が図られるよう、当該構

成事業主に対する相談、指導その他の援助を

団体として行った場合に、その実施した事業

の内容に応じて助成金を支給することによ

り、中小企業における労働時間等の設定の改

善の推進を図ることとする。

さらに、その中小企業事業主の団体又はそ

の連合団体が、その構成事業主の雇用する、

他の年齢層と比較して実労働時聞が長い状況

にあり、また、出産や育児等の子育てを担う

中心世代でもある 20歳代後半から 30歳代の

労働者(以下 r25歳から 39歳までの労働者J

とbづ。)の労働時間等の設定の改善が図れ

るよう、重点的に当該構成事業主に対する相

談・指導その他の援助を団体として行った場

合に、その実施した事業の内容に応じて上乗

せして助成金を支給する。

なお、労働時間等設定改善推進助成金の支給

業務については、『労働時間等設定改善推進助

成金支給要領J (別添1)に基づき実施する。

2 職場意識改善助成金について

労働時間等の設定の改善の取組を促進しよ

うとする中小事業主を対象として、職場意識

の改善に積極的に取り組み、効果的に実施し

た場合に助成金を支給することにより、中小

企業における労働時間等の設定の改善の推進

を図ることとする。

なお、職場意識改善助成金の支給業務につい

ては、 『職場意識改善助成金支給要領J (別添

2)に基づき実施する。

第4 労働時間等設定改善実施体制の整備

の支援

1 労働時間等設定改善推進助成金について

中小企業事業主の団体文はその連合団体

が、その構成事業主の雇用する労働者の労働

時間等の設定の改善が図られるよう、当該構

成事業主に対する相談、指導その他の援助を

団体として行った場合に、その実施した事業

の内容に応じて助成金を支給することによ

り、中小企業における労働時間等の設定の改

善の推進を図ることとする。

さらに、その中小企業事業主の団体又はそ

の連合団体が、その構成事業主の雇用する、

他の年齢層と比較して実労働時聞が長い状況

にあり、また、出産や育児等の子育てを担う

中心世代でもある 20歳代後半から 30歳代の

労働者(以下 r25歳から 39歳までの労働者J

という。)の労働時間等の設定の改善が図れ

るよう、重点的に当該構成事業主に対する相

談・指導その他の援助を団体として行った場

合に、その実施した事業の内容に応じて上乗

せして助成金を支給する。

なお、労働時間等設定改善推進助成金の支給

業務については、「労働時間等設定改善推進助

成金支給要領J (別添1)に基づき実施する。

2 職場意識改善助成金について

労働時間等の設定の改善の取組を促進しよ

うとする中小事業主を対象として、職場意識

の改善に積極的に取り組み、効果的に実施し

た場合に助成金を支給することにより、中小

企業における労働時間等の設定の改善の推進

を図ることとする。

なお、職場意識改善助成金の支給業務につい

ては、 「職場意識改善助成金支給要領J (別添

2)に基づき実施する。

第4 労働時間等設定改善実施体制の整備



労働時間等設定改善実施体制の整備につい

ては、平成 18年4月1日付け基発第 0401006

号『労働時間等の設定の改善に関する特別措

置法の施行についてJの記の4で指示してい

るところである。

また、平成 20年3月 11 日付け基発第

0311001号「業務の効果的・効率的な推進につ

いてJの記の第2の6の(1)においても改めて

指示しているところであるが、引き続き v本

通達の趣旨も踏まえ、上記第2及び第3の労

働時間等設定改善関係業務の推進に当たって

は、あらゆる機会を通じて、特に各事業場に

対し、労働時間等設定改善委員会の設置等に

向けた働きかけを行うなどにより、労働時間

等設定改善実施体制の整備を図ること。

なお、本省においては、 「労働時間等の設定

の改善の促進を通じた仕事と生活の調和に関

する意識調査Jの結果を取りまとめた後、各局

に対し情報提供することとする。

第5 都道府県等関係行政機関との連携

労働時間等の設定の改善の促進を通じた仕

事と生活の調和関係施策を推進するに当たっ

ては、都道府県等との連携を図ることが重要

であることから、各種機会を通じて、都道府

県を含む関係行政機関等との連携を図るこ

と。

第6 その他

労働時間等設定改善関係業務を効果的に進

めるため、臨検監督等あらゆる機会を通じて、

年次有給休暇の取得促進(特に、計画的付与

制度を活用したもの)、所定外労働の削減等の

好事例及び地域における労働時間等の設定の

改善に関する情報の収集、整備に努め、各種

機会に活用するとともに、本省に随時報告す

ること。

改正平成24年4月2日一部改lEn

労働時間等設定改善実施体制の整備につい

ては、平成 18年4月1日付け基発第 0401006

号『労働時間等の設定の改善に関する特別措

置法の施行についてjの記の4で指示してい

るところである。

また、平成 20年 3月 11 日付け基発第

0311001号「業務の効果的・効率的な推進につ

いてJの記の第2の6の(1)においても改めて

指示しているところであるが、引き続き、本

通達の趣旨も踏まえ、上記第2及び第3の労

働時間等設定改善関係業務の推進に当たって

は、あらゆる機会を通じて、特に各事業場に

対し、労働時間等設定改善委員会の設置等に

向けた働きかけを行うなどにより、労働時間

等設定改善実施体制の整備を図ること。

なお、本省においては、 「労働時間等の設定

の改善の促進を通じた仕事と生活の調和に関

する意識調査Jの結果を取りまとめた後、各局

に対し情報提供することとする。

第5 都道府県等関係行政機関との連携

労働時間等の設定の改善の促進を通じた仕

事と生活の調和関係施策を推進するに当たっ

ては、都道府県等との連携を図ることが重要

であることから、各種機会を通じて、都道府

県を含む関係行政機関等との連携を図るこ

と。

第6 その他

労働時間等設定改善関係業務を効果的に進

めるため、臨検監督等あらゆる機会を通じて、

年次有給休暇の取得促進(特に、計画的付与

制度を活用したもの)、所定外労働の削減等の

好事例及び地域における労働時間等の設定の

改善に関する情報の収集、整備に努め、各種

機会に活用するとともに、本省に随時報告す

ること。



別紙5

改善レポート

平成00年00月00日

00働き方・休み方改善コンサルタント 殿

事業場名 00株式会社

所在地

代表者職氏名 代表取締役 0000

平成00年00月00日に提出したアクションプランについて、以下のとおりとい

たしました。

1 00について

2 00について

3 00について



(別添1) 

労働時間等設定改善推進助成金支給要領

改正後 現行

労働者災害補償保険法施行規則(昭和30年労働| 労働者災害補償保険法施行規則(昭和30年労働

省令第 22号)第 25条の規定による労働時間等設|省令第 22号)第 25条の規定による労働時間等設

定改善推進助成金(以下「推進助成金Jとしづ。)I定改善推進助成金(以下『推進助成金j という。)

は、この要領により支給するものとする。

第1 趣旨

中小企業事業主の団体又はその連合団体(以

下「事業主団体等Jという。)が、その構成事

業主の雇用する労働者について長時間労働の抑

制や年次有給休暇の取得促進など労働時間等の

設定の改善が図られるよう、当該構成事業主に

対する相談、指導その他の援助を団体として行

った場合に、その実施した事業の内容に応じて、

重点的に助成金を支給することにより、中小企

業における労働時間等の設定の改善の推進を図

るものである。

さらに、他の年齢層と比較して実労働時聞が

長く、出産及び育児等の子育てを担う中心世代

である 25歳から 39歳までの労働者の労働時間

等の設定の改善に重点的に取り組む中小企業事

業主の団体文はその連合団体に対して追加して

助成を行うことにより、中小企業における 25歳

から 39歳までの労働者の所定外労働の削減、年

次有給休暇の取得促進等の労働時間等の設定の

改善の推進を重点的に図るものである。

第2 支給の対象等

1 事業主団体等の要件

推進助成金の支給対象は、次のいずれにも

該当する事業主団体等とする。

(1) 構成事業主の加入対象地域が都道府県文

はこれに準ずる区域であること。

(2) 労災保険の適用事業主であり、かつ、次

のいずれかに該当する事業主の占める割合

が、構成事業主全体の2分のl以上である

は、この要領により支給するものとする。

第1 趣旨

中小企業事業主の団体又はその連合団体(以

下「事業主団体等j という o )が、その構成事

業主の雇用する労働者企労働時間等の設定の改

善が図られるよう、当該構成事業主に対する相

談、指導その他の援助を団体として行った場合

位、その実施した事業の内容に応じて助成金を

支給することにより、中小企業における労働時

間等の設定の改善の推進を図るものである。

さらに、他の年齢層と比較して実労働時聞が

長く、出産及び育児等の子育てを担う中心世代

である 25歳から 39歳までの労働者の労働時間

等の設定の改善に重点的に取り組む中小企業事

業主の団体又はその連合団体に対して追加して

助成を行うことにより、中小企業における 25歳

から 39歳までの労働者の所定外労働の削減、年

次有給休暇の取得促進等の労働時間等の設定の

改善の推進を重点的に図るものである。

第2 支給の対象等

1 事業主団体等の要件

推進助成金の支給対象は、次のいずれにも

該当する事業主団体等とする。

(1) 構成事業主の加入対象地域が都道府県又

はこれに準ずる区域であること。

(2) 労災保険の適用事業主であり、かつ、次

のいずれかに該当する事業主の占める割合

が、構成事業主全体の2分の 1以上である



こと。

ア 資本金文は出資の総額が3億円(小売

業又はサービス業を主たる事業とする事

業主については 5，000万円、卸売業を主

たる事業とする事業主については1億

円)を超えない事業主

イ 常時雇用する労働者の数が 300人(小

売業を主たる事業とする事業主について

は50人、卸売業又はサービス業を主たる

事業とする事業主については 100人)を

超えない事業主

(3) 団体の目的、組織及び事業内容を明らか

にする規約等を有しており、かっ、事務処

理体制が整備されているものであること。

(4) 過去の事業活動状況、財政能力からみて、

傘下の事業場における労働時間等の設定の

改善に向けた気運の醸成、傘下の事業場に

対する啓発等の事業を効果的かっ適正に実

施できるものであること。

(5) 次のア又はイの区分による事業主団体等

であることの

ア 業種別の事業主団体等にあっては、週

の労働時聞が60時間以上の労働者の割合

が高い業種(特定分野)である建設業、

情報通信業又は運輸業に属するもの

イ ア以外の事業主団体等にあっては、事

業開始時の年次有給休暇の平均取得率

(注)が 50%丞濫又は1か月平均所定外

労働時間数(注)が 10時間以上であるム

の

(注)事業場ごとの労働者1人の年次有給休

暇取得率 (1か月所定外労働時間数)を

取組事業場全体で平均したもの

(6) 上乗せ助成については、25歳から 39歳ま

での労働者が傘下の事業場に相当数勤務す

ることが見込まれ、過去の事業活動状況、

財政能力からみて、傘下の事業場における

25歳から 39歳までの労働者に対する労働

時間等の設定の改善に向けた気運の醸成、

こと。

ア 資本金文は出資の総額が3億円(小売

業文はサービス業を主たる事業とする事

業主については 5，000万円、卸売業を主

たる事業とする事業主については1億

円)を超えない事業主

イ 常時雇用する労働者の数が 300人(小

売業を主たる事業とする事業主について

は50人、卸売業文はサービス業を主たる

事業とする事業主については 100人)を

超えない事業主

(3) 団体の目的、組織及び事業内容を明らか

にする規約等を有しており、かっ、事務処

理体制が整備されているものであること。

(4) 過去の事業活動状況、財政能力からみて、

傘下の事業場における労働時間等の設定の

改善に向けた気運の醸成、傘下の事業場に

対する啓発等の事業を効果的かっ適正に実

施できるものであること。

(5) 事業開始時の年次有給休暇の平均取得率

(注)が 50%弘ヱ文は1か月平均所定外労

働時間数(注)が 10時間以上であるよよι

(注)事業場ごとの労働者1人の年次有給休暇

取得率 (1か月所定外労働時間数)を取組

事業場全体で平均したもの

(6) 上乗せ助成については、25歳から 39歳ま

での労働者が傘下の事業場に相当数勤務す

ることが見込まれ、過去の事業活動状況、

財政能力からみて、傘下の事業場における

25歳から 39歳までの労働者に対する労働

時間等の設定の改善に向けた気運の醸成、



啓発等の事業を効果的かっ適正に実施でき

るものであること。

2 構成事業主の雇用する労働者の労働時間等

の設定の改善に向けた取組事項

構成事業主の雇用する労働者の労働時間等

の設定の改善に向けた取組事項(以下『取組

事項j という。)については、労働時間等設

定改善指針(平成20年厚生労働省告示108号。

以下「労働時間等見直しガイドラインJとい

う。)に定められた次に掲げるものとする。

(1) 必須のもの

次のア、イ、ウについては、必ず取り組ま

なければならないものとする。

ア 実施体制の整備(労働時間等設定改善

委員会を始めとする労使協議機関の設置

等)

イ 年次有給休暇を取得しやすい環境の整

備

ウ 所定外労働の削減

(2) 必要に応じて(1)に加え取り組むことが

可能なもの

ア 労働者の抱える多様な事情及び業務の

態様に対応した労働時間等の設定

イ 労働時間の管理の適正化

ウ ワークシェアリング、在宅勤務、テレ

ワーク等の活用

エ 労働時間等見直しガイドラインの2の

(2)の『特に配慮を必要とする労働者につ

いて事業主が講ずべき措置jのイからト

に定められた措置

(3) 上乗せ助成を受けるために必要なもの

(1)の必須のものに取り組んだ上で、次の

アからウについて取り組むこととし、ア、

イについては、必ず取り組まなければなら

ないものとする。

ア 25歳から 39歳までの労働者が年次有

給休暇を取得しやすい環境の整備

イ 25歳から 39歳までの労働者の所定外

労働の削減

啓発等の事業を効果的かっ適正に実施でき

るものであること。

2 構成事業主の雇用する労働者の労働時間等

の設定の改善に向けた取組事項

構成事業主の雇用する労働者の労働時間等

の設定の改善に向けた取組事項(以下『取組

事項Jという。)については、労働時間等設

定改善指針(平成20年厚生労働省告示108号。

以下「労働時間等見直しガイドラインJとい

う。)に定められた次に掲げるものとする。

(1) 必須のもの

次のア、イ、ウについては、必ず取り組

まなければならないものとする。

ア 実施体制の整備{労働時間等設定改善

委員会を始めとする労使協議機関の設置

等)

イ 年次有給休暇を取得しやすい環境の整

備

ウ 所定外労働の削減

(2) 必要に応じて(1)に加え取り組むことが

可能なもの

ア 労働者の抱える多様な事情及び業務の

態様に対応した労働時間等の設定

イ 労働時間の管理の適正化

ウ ワークシェアリング、在宅勤務、テレ

ワーク等の活用

エ 労働時間等見直しガイドラインの2の

(2)の「特に配慮を必要とする労働者につ

いて事業主が講ずべき措置jのイからト

に定められた措置

(3) 上乗せ助成を受けるために必要なもの

(1)の必須のものに取り組んだ上で、次の

アからウについて取り組むこととし、ア、

イについては、必ず取り組まなければなら

ないものとする。

ア 25歳から 39歳までの労働者が年次有

給休暇を取得しやすい環境の整備

イ 25歳から 39歳までの労働者の所定外

労働の削減



ウ 労働時間等見直しガイドラインの2の

(2)の『特に配慮を必要とする労働者につ

いて事業主が講ずべき措置jのうち、次

に掲げる措置

① 子の養育又は家族の介護を行う労働

者に係る措置

② 妊娠中及び出産後の女性労働者に係

る措置

3 支給の対象事業等

(1) 事業主団体等が行う事業

推進助成金の対象となる事業は、 2に掲

げた取組事項を推進するために、事業主団

体等が自主的に行う次に掲げる事業(以下

「推進事業j という o )とする。

ア方針策定等の事業

次のイからオの事業を推進するに当た

って、団体として2の取組事項のうち、

いずれの事項に重点を置いて推進事業を

行うか等の方針を策定し、その後のフォ

ローを行う等の事業

なお、この事業において策定する方針

における必須の取組事項については、以

下の(ア)から(ウ)に示す「目安jの

達成に向けた内容とすること。ただし、

推進事業実施後の傘下の事業場における

労働時間等の設定の改善状況が、当該『目

安Jに達しない場合であっても、推進事

業が適正に実施されたと認められる場合

には、国は推進助成金を支給する。

『目安j

(ア) r実施体制の整備Jについては、

傘下の全事業場において整備を行う

こと。

(イ r年次有給休暇を取得しやすい環

境の整備Jについては、傘下の事業場

全体の年次有給休暇の平均取得率を

おおむね3.5ポイント以上上昇させる

こと。

(ウ) r所定外労働の削減Jについては、

ウ 労働時間等見直しガイドラインの2の

(2)の「特に配慮を必要とする労働者につ

いて事業主が講ずべき措置jのうち、次

に掲げる措置

① 子の養育又は家族の介護を行う労働

者に係る措置

② 妊娠中及び出産後の女性労働者に係

る措置

3 支給の対象事業等

(1) 事業主団体等が行う事業

推進助成金の対象となる事業は、 2に掲

げた取組事項を推進するために、事業主団

体等が自主的に行う次に掲げる事業(以下

『推進事業j としづ。)とする。

ア 方針策定等の事業

次のイからオの事業を推進するに当た

って、団体として2の取組事項のうち、

いずれの事項に重点を置いて推進事業を

行うか等の方針を策定し、その後のフォ

ローを行う等の事業

なお、この事業において策定する方針

における必須の取組事項については、以

下の(ア)から(ウ)に示す『目安Jの

達成に向けた内容とすること。ただし、

推進事業実施後の傘下の事業場における

労働時間等の設定の改善状況が、当該「目

安』に達しない場合であっても、推進事

業が適正に実施されたと認められる場合

には、国は推進助成金を支給する。

『目安j

(ア) r実施体制の整備Jについては、

傘下の全事業場において整備を行う

こと。

(イ) r年次有給休暇を取得しやすい環

境の整備jについては、傘下の事業場

全体の年次有給休暇の平均取得率を

おおむね3.5ポイント以上上昇させる

こと。

(ウ) r所定外労働の削減Jについては、



傘下の事業場全体の平均所定外労働

時間数をおおむね 10%以上削減させ

ること。

イ 好事例の収集普及啓発の事業

労働時間等の設定の改善に向けて、傘

下の事業場における現状や意識等を調

査・把握する、好事例の収集のためのア

ンケート調査、ヒアリング調査等を実施

し、その結果を傘下の事業場に周知する

ための好事例集等を傘下の事業場に配布

する等の事業

ウ セミナーの開催の事業

傘下の事業場における労働時間等の設

定の改善に向けた気運の廠成のためのセ

ミナーの開催の事業

エ巡回指導等の事業

傘下の事業場において労働時間等の設

定の改善を行う際に生じる労務管理上の

諸問題の改善を図るための指導、相談等

の事業

オ 労働時間等の設定の改善に向けた取引

先等との調整の事業

発注者、荷主、顧客等の取引先等に対

し、労働時間等の設定の改善に向けた理

解と協力を得るための働きかけとして、

連絡会議の開催、そのための資料の作成

等を行う事業

主その他必要と認められる事業

団体規模別上限額の範囲内では事業主

団体等が予定している事業を実施し得

ず、当該事業を実施することが、必要と

認められる事業

(2) 上乗せ助成の対象事業

上乗せ助成の対象となる事業は次に掲げ

る事業(以下『上乗せ事業j という。)と

する。

ア 設定改善プランの策定に向けた懇談会

の設置等の事業

25歳から 39歳までの労働者の労働時

傘下の事業場全体の平均所定外労働

時間数をおおむね 10%以上削減させ

ること。

イ 好事例の収集、普及啓発の事業

労働時間等の設定の改善に向けて、傘

下の事業場における現状や意識等を調

査・把握する、好事例の収集-のためのア

ンケート調査、ヒアリング調査等を実施

し、その結果を傘下の事業場に周知する

ための好事例集等を傘下の事業場に配布

する等の事業

ウ セミナーの開催の事業

傘下の事業場における労働時間等の設

定の改善に向けた気運の醸成のためのセ

ミナーの開催の事業

エ巡回指導等の事業

傘下の事業場において労働時間等の設

定の改善を行う際に生じる労務管理上の

諸問題の改善を図るための指導、相談等

の事業

(新設)

オその他必要と認められる事業

団体規模別上限額の範囲内では事業主

団体等が予定している事業を実施し得

ず、当該事業を実施することが、必要と

認められる事業

(2) 上乗せ助成の対象事業

上乗せ助成の対象となる事業は次に掲げ

る事業(以下「上乗せ事業j という。)と

する。

ア 設定改善プランの策定に向けた懇談会

の設置等の事業

25歳から 39歳までの労働者の労働時



問等の設定の改善を促進するため、設定

改善プランの策定のための懇談会を設置

し、団体として 2の(3)の取組事項のう

ち、いずれの事項に重点を置いて事業を

行うか等の方針を策定し、現状及び問題

点の把握をした上で、労働時間等の設定

の改善を促進するための設定改善プラン

の策定を行う等の事業

なお、この事業において策定する方針

における推進事業の重点とする取組事項

については、以下の(ア)から(ウ)に

示す「目安jの達成に向けた内容とする

こと。ただし、推進事業実施後の傘下の

事業場における労働時間等の設定の改善

状況が、当該「目安Jに達しない場合で

あっても、推進事業が適正に実施された

と認められる場合には、国は推進助成金

を支給する。

『目安J

(ア) r年次有給休暇を取得しやすい環

境の整備Jについては、傘下の事業場

の25歳から 39歳までの労働者の年次

有給休暇の平均取得率をおおむね3.5

ポイント以上上昇させること。

(イ) r所定外労働の削減Jについては、
傘下の事業場の25歳から 39歳までの

労働者の平均所定外労働時間数をお

おむね10%以上削減させること。

(ウ)子の養育又は家族の介護を行う

労働者に係る措置j、 「妊娠中及び出

産後の女性労働者に係る措置Jについ

ては、労働基準法、育児・介護休業法

等の法令で定められた事項を上回る

措置を講ずること。

イ 現状及び問題点の把握の事業

25歳から 39歳までの労働者の労働時

間等の設定の改善に向けて、傘下の事業

場における現状や問題点を把握するため

に専門家を帯同した訪問調査及び個別指

問等の設定の改善を促進するため、設定

改善プランの策定のための懇談会を設置

し、団体として2の(3)の取組事項のう

ち、いずれの事項に重点を置いて事業を

行うか等の方針を策定し、現状及び問題

点の把握をした上で、労働時間等の設定

の改善を促進するための設定改善プラン

の策定を行う等の事業

なお、この事業において策定する方針

における推進事業の重点とする取組事項

については、以下の(ア)から(ウ)に

示す「目安jの達成に向けた内容とする

こと。ただし、推進事業実施後の傘下の

事業場における労働時間等の設定の改善

状況が、当該「目安jに達しない場合で

あっても、推進事業が適正に実施された

と認められる場合には、国は推進助成金

を支給する。

「目安J

(ア) r年次有給休暇を取得しやすい環

境の整備Jについては、傘下の事業場

の25歳から 39歳までの労働者の年次

有給休暇の平均取得率をおおむね3.5

ポイント以上上昇させること。

(イ r所定外労働の削減Jについては、

傘下の事業場の25歳から 39歳までの

労働者の平均所定外労働時間数をお

おむね 10%以上削減させること。

(ウ) r子の養育又は家族の介護を行う

労働者に係る措置J、 「妊娠中及び出

産後の女性労働者に係る措置Jについ

ては、労働基準法、育児・介護休業法

等の法令で定められた事項を上回る

措置を講ずること。

イ 現状及び問題点の把握の事業

25裁から 39歳までの労働者の労働時

間等の設定の改善に向けて、傘下の事業

場における現状や問題点を把握するため

に専門家を帯同した訪問調査及び個別指



導を実施し、その結果をアの懇談会等で

活用し、設定改善プランの策定のための

基礎資料とする事業

ウ セミナーの開催の事業

傘下の事業場における 25歳から 39歳

までの労働者の労働時間等の設定の改善

に向けた気運の醸成のためのセミナーの

開催の事業

(3) 推進事業の実施体制の整備

(1)及び(2)の事業を円滑に実施するた

め、事業主団体等は、推進事業の実施に関

し中心的役割を担う者(以下「労働時開設

定改善推進員j とし、う。)を配置すること

が望ましいものとする。

4 推進事業の実施

推進助成金の支給を受けようとする事業主

団体等は、推進事業の実施に当たり、重点と

する取組事項、実施する事業の種類、実施内

容、時期、回数等を記載した計画(以下「事

業実施計画Jという。)を作成しなければな

らない。

なお、推進事業のうち、 3の(1)のア、イ及

びエの事業は、必ず実施しなければならない。

また、上乗せ助成を受けようとする場合に

ついては、 3の(2)のア及びイの事業は、必ず

実施しなければならない。

5 支給対象団体数

推進助成金は、国の予算の範囲内で支給す

るものである。したがって、支給対象団体数

は、国の予算額により制約されるものである

こと。

第3 推進助成金の支給

1 支給対象期間

一事業主団体等に対する推進助成金の支給

対象期間は、第4の1の事業実施の承認を受

けた日から翌年1月末日までとし、事業年度

昼、 4月1日から翌年3月末日までとする。

また、 1回に限り、再度継続して同一事業

導を実施し、その結果をアの懇談会等で

活用し、設定改善プランの策定のための

基礎資料とする事業

ウ セミナーの開催の事業

傘下の事業場における 25歳から 39歳

までの労働者の労働時間等の設定の改善

に向けた気運の醸成のためのセミナーの

開催の事業

(3) 推進事業の実施体制の整備

(1)及び(2)の事業を円滑に実施するた

め、事業主団体等は、推進事業の実施に関

し中心的役割を担う者(以下「労働時開設

定改善推進員Jという。)を配置すること

が望ましいものとする。

4 推進事業の実施

推進助成金の支給を受けようとする事業主

団体等は、推進事業の実施に当たり、重点と

する取組事項、実施する事業の種類、.実施内

容、時期、回数等を記載した計画(以下「事

業実施計画j という。)を作成しなければな

らない。

なお、推進事業のうち、 3の(1)のア、イ及

びエの事業は、必ず実施しなければならない。

また、上乗せ助成を受けようとする場合に

ついては、 3の(2)のア及びイの事業は、必ず

実施しなければならない。

5 支給対象団体数

推進助成金は、国の予算の範囲内で支給す

るものである。したがって、支給対象団体数

は、国の予算額により制約されるものである

こと。

第3 推進助成金の支給

1 支給対象期間

一事業主団体等に対する推進助成金の支給

対象期間は、一事業年度とする。

この場合の事業年度とは 4月1日から翌

年3月末日までとする。

また、 1固に限り、再度継続して同一事業



主団体等に対して推進助成金を支給すること

ができるものとする。

2 支給額

(1) 推進助成金(上乗せ助成を除く。)

事業主団体等が事業実施の承認を受けた

日以降に要した費用で、次のア及びイに示

すものとする。

ただし、当該費用の額が語主万円を超え

る場合の支給額は、草色万円とする。また、

当該費用の額に 100円未満の端数が生じる

場合、その端数を切り捨てた額を支給額と

する。

なお、事業実施計画作成のための第2の

3の(1)のアの方針策定等の事業に係る調

査、会議等で、童裳年度の4月1日以降に

実施したものに要した費用の額について

は、事業主団体等が事業実施の承認を受け

る日より以前のものであっても、支給額の

算定対象としてよい。

ア 推進事業に要した費用

推進事業の事業ごとに、事業の実施に

要した費用の合計額を別表に定める『団

体規模別上限額(その 1)Jを超えない

範囲で支給するもの主する。

ただし、推進事業のうち第2の3の(1)

のイ、ウ、エι之の事業については、事

業の実施件数等が事業実施計画に記載さ

れた実施件数等の2分の1未満であった

場合には、当該事業は実施されなかった

ものとみなして、その事業実施に要した

費用は上記合計額には算入しない。

イ 労働時開設定改善推進員配置費用

労働時開設定改善推進員を配置した場

合には、その配置に要した額をアの内額

として支給する。

ただし、その額が主主万円を上回る場合

は、主主万円とする。したがって、この場

合の推進助成金の支給額の算定対象は、

主団体等に対して推進助成金を支給すること

ができるものとする。

2 支給額

(1) 推進助成金(上乗せ助成を除く。)

事業主団体等が事業実施の承認を受けた

日以降に要した費用で、次のア及びイに示

すものとする。

ただし、当該費用の額が盟主万円を超え

る場合の支給額は、並立万円とする。また、

当該費用の額に 100円未満の端数が生じる

場合、その端数を切り捨てた額を支給額と

する。

なお、事業実施計画作成のための第2の

3の(1)のアの方針策定等の事業に係る調

査、会議等で、支給対象年度の4月1日以

降に実施したものに要した費用の額につい

ては、事業主団体等が事業実施の承認を受

ける日より以前のものであっても、支給額

の算定対象としてよい。

ア推進事業に要した費用

推進事業の事業ごとに、事業の実施に

要した費用の合計額を別表に定める『団

体規模別上限額(その 1)Jを超えない

範囲で支給するものとする。

ただし、推進事業のうち第2の3の(1)

のイ、ウ、エの事業については、茎益盟

三主2事業の実施件数等が事業実施計画

に記載された実施件数等の2分の1未満

であった場合には、当該事業は実施され

なかったものとみなして、その事業実施

に要した費用は上記合計額には算入しな

し、。

イ 労働時開設定改善推進員配置費用

労働時開設定改善推進員を配置した場

合には、その配置に要した額をアの内額

として支給する。

ただし、その額が2立万円を上回る場合

は、 2立万円とする。したがって、この場

合の推進助成金の支給額の算定対象は、



アの合計額から労働時開設定改善推進員 アの合計額から労働時開設定改善推進員

の配置に要した額を差し引いたものに、 の配置に要した額を差し引いたものに、

主主万円を加算した額となる。 90万円を加算した額となる。

(2) 上乗せ助成の支給額 (2) 上乗せ助成の支給額

事業主団体等が事業実施の承認を受けた 事業主団体等が事業実施の承認を受けた

日以降に要した費用で、次のア及びイに示 日以降に要した費用で、次のア及びイに示

すものとする。 すものとする。

ただし、当該費用の額が 150万円を超え ただし、当該費用の額が盟主万円を超え

る場合の支給額は、基立万円とする。また、 る場合の支給額は、並立万円とする。また、

当該費用の額に 100円未満の端数が生じる 当該費用の額に 100円未満の端数が生じる

場合、その端数を切り捨てた額を支給額と 場合、その端数を切り捨てた額を支給額と

する。 する。

なお、事業実施計画作成のための第2の なお、事業実施計画作成のための第2の

3の(2)のアの設定改善プランの策定に向 3の(2)のアの設定改善プランの策定に向

けた懇談会の設置等の事業に係る調査、会 けた懇談会の設置等の事業に係る調査、会

議等で、重裳年度の4月1日以降に実施し 議等で、支給対象年度の4月1日以降に実

たものに要した費用については、事業主団 施したものに要した費用については、事業

体等が事業実施の承認を受ける日より以前 主団体等が事業実施の承認を受ける日より

のものであっても、支給額の算定対象とし 以前のものであっても、支給額の算定対象

てよい。 としてよい。

ア 上乗せ事業に要した費用 ア 上乗せ事業に要した費用

上乗せ事業の事業ごとに、事業の実施 上乗せ事業の事業ごとに、事業の実施

に要した費用の合計額(上乗せ算定額) に要した費用の合計額(上乗せ算定額)

を別表に定める『団体規模別上限額(そ を別表に定める「団体規模別上限額(そ

の2)Jを超えない範囲で支給するもの の2)Jを超えない範囲で支給するもの

とする。 とする。

ただし、上乗せ事業のうち第2の3の ただし、上乗せ事業のうち第2の3の

(2)のイ、ウの事業については、事業の実 (2)のイ、ウの事業については、支払期ご

施件数等が事業実施計画に記載された実 よ(J)事業の実施件数等が事業実施計画に

施件数等の2分の1未満であった場合に 記載された実施件数等の2分の1未満で

は、当該事業は実施されなかったものと あった場合には、当該事業は実施されな

みなして、その事業実施に要した費用は かったものとみなして、その事業実施に

上記合計額には算入しない。 要した費用は上記合計額には算入しな

し、。

イ 労働時開設定改善推進員配置費用 イ 労働時開設定改善推進員配置費用

労働時開設定改善推進員を配置した場 労働時開設定改善推進員を配置した場

合には、その配置に要した額をアの内額 合には、その配置に要した額をアの内額

として支給する。 として支給する。

ただし、その額が主主万円を上回る場合 ただし、その額がmL万円を上回る場合



は、主主万円とする。したがって、この場

合の上乗せ助成の支給額の算定対象は、

アの合計額から労働時開設定改善推進員

の配置に要した額を差し引いたものに、

主主万円を加算した額となる。

第4 支給手続

1 事業実施の承認等

(1) 事業実施承認の申請

ア 事業実施承認申請書の提出

推進助成金の支給対象となることを希

望する事業主団体等は、 「労働時間等設

定改善推進助成金事業実施承認申請書j

(様式第1号。以下「承認申請書Jとい

う。)を、当該団体等の主たる事務所の

所在地を所轄する都道府県労働局長(以

下『都道府県労働局長j という。)に提

出すること。

イ添付書類

承認申請書には、次の書類を添付する

こと。

(ア) 団体の構成員名簿等(構成員ごと

の業種、資本金文は出資の総額及び

常時使用する労働者数が明らかな

もの)

(イ) 定款、会則等

(ウ) 当該事業年度の収支予算書

(エ r労働時間等設定改善推進助成金

事業実施計画J (様式第2号)

(オ) r労働時間等設定改善推進助成金
事業実施計画[実施事業ごとの詳

細]J (様式第2号(別紙)) 

(カ) その他都道府県労働局長が必要と

認める書類

ウ 申請期間

上記ア及びイの書類(以下『承認申請

書等Jという。)の都道府県労働局長へ

の提出期間は、支給対象事業年度の5月

末日までとする。ただし、 5月末日が土

は、 2立万円とする。したがって、この場

合の上乗せ助成の支給額の算定対象は、

アの合計額から労働時開設定改善推進員

の配置に要した額を差し引いたものに、

2立万円を加算した額となる。

第4 支給手続

1 事業実施の承認等

(1) 事業実施承認の申請

ア 事業実施承認申請書の提出

推進助成金の支給対象となることを希

望する事業主団体等は、 「労働時間等設

定改善推進助成金事業実施承認申請書J

(様式第1号。以下「承認申請書j とい

う。)を、当該団体等の主たる事務所の

所在地を所轄する都道府県労働局長(以

下「都道府県労働局長j という。)に提

出すること。

イ添付書類

承認申請書には、次の書類を添付する

こと。

(ア) 団体の構成員名簿等(構成員ごと

の業種、資本金文は出資の総額及び

常時使用する労働者数が明らかな

もの)

(イ) 定款、会則等

(ウ) 当該事業年度の収支予算書

(エ r労働時間等設定改善推進助成金

事業実施計画J (様式第2号)

(オ) r労働時間等設定改善推進助成金

事業実施計画[実施事業ごとの詳

細]J (様式第2号(別紙)) 

(カ) その他都道府県労働局長が必要と

認める書類

ウ 申請期間

上記ア及びイの書類(以下「承認申請

書等Jという。)の都道府県労働局長へ

の提出期聞は、支給対象事業年度の5月

末日までとする。ただし、 5月末日が土



曜日に当たるときはその翌々日とし、日

曜日に当たるときはその翌日とする。

また、申請団体数が、 5月末日以前に

支給団体数の上限に達した文は当該上限

を上回る等の事由がある場合には、都道

府県労働局長は、承認申請書等の受付期

限及び事業実施の承認審査対象について

調整を行うことができるものとする。

(2) 事業実施承認の審査及び決定

ア 都道府県労働局長は、事業主団体等か

ら提出された承認申請書等に不備がない

か点検し、不備がないと認めた場合は、

これを受理するものとする。

イ 都道府県労働局長は、承認申請書等に

ついて、承認申請書等の内容が、第2の

1に定める要件に該当していること等、

申請の内容を審査の上、適当であると認

めた場合は、事業実施承認の決定を行い、

『労働時間等設定改善推進助成金事業実

施承認通知書J (様式第3号)により、

また、申請の内容が適当でないと認めた

場合は、事業実施不承認の決定を行い、

「労働時間等設定改善推進助成金事業実

施不承認通知書J (様式第4号)により、

当該事業主団体等に対して通知する。

ウ 事業実施の承認を受けた事業主団体等

は、推進事業の実施及び労働時開設定改

善推進員の配置に要した費用(以下「推

進事業の実纏等に要した費用』という。)

の支出の状況を明らかにするため、当該

事業主団体等の一般の事業経費の会計と

は区分して特別の会計整理を行うととも

に、推進事業の実施等に要した費用の支

出に関する証拠書類を推進助成金支給申

請の際に添付すること。

さらに、当該事業主団体等は、当該証

拠書類の控えを推進助成金の支給を受け

た日の属する年度の翌年度の初日から起

算して5年間整理保管すること。

曜日に当たるときはその翌々日とし、日

曜日に当たるときはその翌日とする。

また、申請団体数が、 5月末日以前に

支給団体数の上限に達した又は当該上限

を上回る等の事由がある場合には、都道

府県労働局長は、承認申請書等の受付期

限及び事業実施の承認審査対象について

調整を行うことができるものとする。

(2) 事業実施承認の審査及び決定

ア 都道府県労働局長は、事業主団体等か

ら提出された承認申請書等に不備がない

か点検し、不備がないと認めた場合は、

これを受理するものとする。

イ 都道府県労働局長は、承認申請書等に

ついて、承認申請書等の内容が、第2の

1に定める要件に該当していること等、

申請の内容を審査の上、適当であると認

めた場合は、事業実施承認の決定を行い、

「労働時間等設定改善推進助成金事業実

施承認通知書J (様式第3号)により、

また、申締の内容が適当でないと認めた

場合は、事業実施不承認の決定を行い、

『労働時間等設定改善推進助成金事業実

施不承認通知書J (様式第4号)により、

当該事業主団体等に対して通知する。

ウ 事業実施の承認を受けた事業主団体等

は、推進事業の実施及び労働時開設定改

善推進員の配置に要した費用(以下「推

進事業の実施等に要した費用Jという。)

の支出の状況を明らかにするため、当該

事業主団体等の一般の事業経費の会計と

は区分して特別の会計整理を行うととも

に、推進事業の実施等に要した費用の支

出に関する証拠書類を推進助成金支給申

請の際に添付すること。

さらに、当該事業主団体等は、当該証

拠書類の控えを推進助成金の支給を受け

た日の属する年度の翌年度の初日から起

算して5年間整理保管すること。



(3) 事業の変更申請及び承認

ア 事業実施の承認を受けた事業主団体等

が、労働時間等設定改善推進助成金事業

実施計画を変更しようとする場合は、『労

働時間等設定改善推進助成金事業実施計

画変更申請書J (様式第5号)を都道府

県労働局長に提出するものとする。

イ 都道府県労働局長は、申請の内容が適

当であると認めた場合は、 「労働時間等

設定改善推進助成金事業実施計画変更承

認通知書J (様式第6号)により、また、

申請の内容が適当でないと認めた場合

は、 「労働時間等設定改善推進助成金事

業実施計画変更不承認通知書J (様式第

7号)により、当該事業主団体等に対し

て通知する。

2 推進助成金の支給等

(1) 支給の申請

ア 推進助成金の支給を申請する事業主団

体等は、事業実施の承認を受けた日から

事年1月末日までの聞に実施した推進事

業等に関する推進助成金の支給申請につ

いては、翌2月末日までの聞に、 『労働

時間等設定改善推進助成金支給申請書j

(様式第8号。以下『支給申請書Jとい

う。)を、都道府県労働局長に提出する

こと。ただし、 2月末日が土曜日に当た

るときはその翌々日とし、日曜日に当た

るときはその翌日とする。

イ 支給申請書には、次の書類を添付する

こと。

(ア r労働時間等設定改善推進助成金

(3) 事業の変更申請及び承認

ア 事業実施の承認を受けた事業主団体等

が、労働時間等設定改善推進助成金事業

実施計画を変更しようとする場合は、『労

働時間等設定改善推進助成金事業実施計

画変更申請書J (様式第5号)を都道府

県労働局長に提出するものとする。

イ 都道府県労働局長は、申請の内容が適

当であると認めた場合は、 『労働時間等

設定改善推進助成金事業実施計画変更承

認通知書J (様式第6号)により、また、

申請の内容が適当でないと認めた場合

は、 『労働時間等設定改善推進助成金事

業実施計画変更不承認通知書J (様式第

7号)により、当該事業主団体等に対し

て通知する。

2 推進助成金の支給等

(1) 支給の申請

ア 推進助成金の支給を申請する事業主団

体等は、事業実施の承認を受けた日から

9月末日までの聞に実施した推進事業等

に関する推進助成金の支給申請について

は、当該事業年度の 10月1日から同月末

日までの聞に、 10月1日から3月末日ま

での聞に実施した推進事業等に関する推

進助成金の支給申請については、当該事

業年度の終了した後の最初の4月1日か

ら同月末日までの聞に、 「労働時間等設

定改善推進助成金支給申請書J (様式第

8号。以下「支給申請書j という。)を、

都道府県労働局長に提出すること。ただ

し、 10月末日文は4月末日が土曜日に当

たるときはその翌々日とし、日曜日に当

たるときはその翌日とする。

イ 支給申請書には、次の書類を添付する

こと。

なお、 (エ)については、最終の支給

申請時に提出するものである。

(ア) r労働時間等設定改善推進助成金



支給申請書J(様式第8号一統紙一)

(イ r労働時間等設定改善推進事業実

施状況報告書[実施事業ごとの詳

細]J (様式第9号)

(ウ) r労働時開設定改善推進員活動日
誌J (様式第9号(別紙)) 

(エ労働時間等設定改善推進助成金

事業実施結果報告書J .(様式第 10

号)

(オ) その他推進事業の実施等に要した

費用の支出に関する証拠書類

(2) 支給の審査及び決定

ア 都道府県労働局長は、支給申請書及び

添付書類(以下 f支給申請書等Jという。)

に不備がないか点検し、不備がないと認

めた場合は、これを受理するものとする。

イ 都道府県労働局長は、申請の内容を審

査の上、適当であると認めた場合は、支

給の決定を行い、 「労働時間等設定改善

推進助成金支給決定通知書J (様式第 11

号)により、また、申舗の内容が適当で

ないと認めた場合は、不支給の決定を行

い、 「労働時間等設定改善推進助成金不

支給決定通知書J(様式第 12号)により、

事業主団体等に通知する。

(3) 支給の方法

推進助成金の支給は、都道府県労働局長

が、支給決定額を支給申請書に記載された

金融機関の口座に振り込むことによって行

うものとする。

(4) その他

事業完了後に、消費税及び地方消費税の

申告により補助金に係る消費税及び地方消

費税に係る仕入控除額が確定した場合は、

様式第13号により速やかに都道府県労働局

長に報告しなければならない。

なお-、都道府県労働局長に報告があった

場合には、当該消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額の全部文は一部を国庫に納

支給申請書J(様式第8号一続紙一)

(イ r労働時間等設定改善推進事業実
施状況報告書[実施事業ごとの詳

細]J (様式第9号)

(ウ) r労働時開設定改善推進員活動日

誌J (様式第9号(別紙)) 

(エ) r労働時間等設定改善推進助成金

事業実施結果報告書J (様式第 10

号)

(オ) その他推進事業の実施等に要した，.

費用の支出に関する証拠書類

(2) 支給の審査及び決定

ア 都道府県労働局長は、支給申請書及び

添付書類(以下『支給申請書等jという。)

に不備がないか点検し、不備がないと認

めた場合は、これを受理するものとする。

イ 都道府県労働局長は、申請の内容を審

査の上、適当であると認めた場合は、支

給の決定を行い、 「労働時間等設定改善

推進助成金支給決定通知書J (様式第 11

号)により、また、申舗の内容が適当で

ないと認めた場合は、不支給の決定を行

い、 『労働時間等設定改善推進助成金不

支給決定通知書J(様式第 12号)により、

事業主団体等に通知する。

(3) 支給の方法

推進助成金の支給は、都道府県労働局長

が、支給決定額を支給申請書に記載された

金融機関の口座に振り込むことによって行

うものとする。

(4) その他

事業完了後に、消費税及び地方消費税の

申告により補助金に係る消費税及び地方消

費税に係る仕入控除額が確定した場合は、

様式第13号により速やかに都道府県労働局

長に報告しなければならない。

なお、都道府県労働局長に報告があった

場合には、当該消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額の全部文は一部を国庫に納



付させることがある。

第5 関係書類の提示及び監査

都道府県労働局長は、推進助成金の支給事務

の適正な運営を確保するために必要と認めると

きは、所属の職員に、推進事業実施事業主団体

等に対して、関係書類の提示を求めさせ、又は

監査させることができる。

第6 不正受給による返還等

1 都道府県労働局長は、事業主団体等が偽り

その他の不正の行為により推進助成金の支給

を受けた場合には、支給した推進助成金の全

部又は一部を直ちに返還させる。

2 都道府県労働局長は、返還の決定をしたと

きは、 『労働時間等設定改善推進助成金返還

決定通知書J (様式第 14号)により当該事業

主団体等に通知する。

第7 調整

事業主団体等が、同一年度に、同一の措置内

容に対して国又は地方公共団体からの他の補助

金(間接補助金を含む。)の交付を受けている

場合には、推進助成金の支給を受けることはで

きないものとする。

付させることがある。

第5 関係書類の提示及び監査

都道府県労働局長は、推進助成金の支給事務

の適正な運営を確保するために必要と認めると

きは、所属の職員に、推進事業実施事業主団体

等に対して、関係書類の提示を求めさせ、又は

監査させることができる。

第6 不正受給による返還等

1 都道府県労働局長は、事業主団体等が偽り

その他の不正の行為により推進助成金の支給

を受けた場合には、支給した推進助成金の全

部又は一部を直ちに返還させる。

2 都道府県労働局長は、返還の決定をしたと

きは、 『労働時間等設定改善推進助成金返還

決定通知書J (様式第 14号)により当該事業

主団体等に通知する。

第7 調整

事業主団体等が、同一年度に、同一の措置内

容に対して国又は地方公共団体からの他の補助

金(間接補助金を含む。)の交付を受けている

場合には、推進助成金の支給を受けることはで

きないものとする。

附則 この要領は、平成18年4月1日から施行す|附則 この要領は、平成 18年4月1日から施行す

る。 る。

改正平成 19年4月2日一部改正。 改正平成 19年4月2日一部改正。

改正平成20年4月1日一部改正。 改正平成20年4月1日一部改正。

改正平成21年4月1日一部改正。 改正平成21年4月1日一部改正。

改正平成22年4月1日一部改正。 改正平成22年4月1日一部改正。

改正平成23年4月1日一部改正。 改正平成23年4月1日一部改正。

改正平成24年4月2日一部改正直



(別表)団体規模別上限額表(その1) 

(単位:千円)

団体規模(構成事業主数)別上限額

事業の内容 対見模 中規模 小規模

(100人以上) (30'" 99人) (29人以下)

ア方針策定等の事業. 全体会議等の開催 250 1 50 100 
(1回当たり)

イ 好事例の収集、普及啓発

の事業

儲実f態-鄭調査~作成等を含私) 1， 000 150 500 

ウセミナーの開催の事業
(1回当たり) 500 400 250 

エ巡回指導等の事業
①全体説明会 250 1 50 100 
(1回当たり)
② 巡回形式個別指導 500 400 250 
(全体)
③相談会形式個別指導 250 1 5 0 100 
(1回当たり)

オ 労働時間等の設定の改善
じこ向けた取引先等との調整
の事業 250 ， 1 5 0 100 
-取引先等との連絡会議(1 
回当たり)

カ その他必要と認められる 必要と認められる額
事業 (ただし、上限ほ 600とする)



(別お団体規模別上限額表{その2)

(単位:千同)

団体規模(構成事業主数)別上限額

事業の内容 大規模 中規模 ':1'規模

JlltOA以上) (30N9Rλ〕 J2'9人以下)

ア 設定懇改善談会プラン置の等策定の事K 
向けた の設
業 250 1 50 :1 QO . 
懇(設1会困等の開催
当たり)

イ事業現訪状問及iび問題点の把鐘の

問調査及び個別指導 1， 250 1， 000 150 
(全体)

ウセミナーの開催の事業
(1回当たり) 400 2.5'0 1 50 



様式第1号

労働時間等設定改善推進助成金事業実施承認申請書

平成 年 月 日

労働局長 殿

団体の名称
代表者職氏名 職名

氏名

労働時間等設定改善推進助成金事業の実施について承認を受けたいので申請します。

印

所在地 I(干
電話(

年 月 日 干一事務局職員数 一一
別訴のとおり | 前年度の事業規模 j 

事業主伺リ添のとおり)

京芸汚予文はイのいずれか一方の要件を満たす事業主の数をそれぞれ記入してください。

一、、、』 要件 lア:資本金文は出資 lイ:常時雇用する労l
噌悟届----....、--宮r作 1' . Ji'V'r--.m."....'do~~ 1 -1 • :.::~~ 7 -~.N 1 事業主数
業種 『、、、_1 の総額 l 働者の数 l 
①下記以外の産業 13億円以下 1 300人以下
@卸売業 1 1億円以下 1 100人以下
@サービス業 1 5千万円以下 I 100人以下
@小売業 1 5千万円以下 50人以下

人(うち専属職員 人)

1 

設立年月日

団l定款、会則等 千円

体

の E構成事業主数

概

要l前年度の
活動内容

2 事業開始時(事業開始前1年(度))の年次有給休暇の平均取得率(※)

事業開始時{事業開始前1年(度))の 1か月平均所定外労働時間数(※)

※取組事業場ごとの労働者1人平均取得率(時間)を取組事業場全体で平均したもの。

3 他の助成金の受給、 l有 → 助成金の名称 I 
申請の有無 • I無 . 

4 量点とする取組事項の概要

※実施しようとする取組事項をOで囲むこと。また、取組事項ごとに、重点対象とする事項の記号をOで囲むニと。

% 
時間

各空空診 {アーイーウは必須‘エ~キは必須に加えて
殴り組れ三...tJS可能t.t革、の3 唾空事診 (ア.イは必須)

ア実施体制の盤備

(労骨時間等陸定改善委員会をはじめとする労使協融機関の設置等}

7 20代後半から30代の労働者に係る

年次有給休暇を取得しやすい環境の整備

イ 20代後半から30代の労働者に係る
所定外労働の削減

ウ 特に配慮を必要とする労働者について
事業主が講ずべき措置

〔一…舵行m一う
.妊娠中及ぴ出産後の女性労働者に係る措置

イ 年次有給t神医を取得しやすい環境の整備

ウ 所定外労働の削減

エ 労働者の抱える多様な事情及び業務の態様
に対応した労働時間等の設定

オ労働時間の管理の適正化

キ 労働時間等見直しガイドラインの2の(2)の
f特に配慮必要とする労働者について事業主が講ずべ
き措置Jのイからトに定められた措置
(具体的事項:

:
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カ ワークシェアリング、在宅勤務、テレワーク等の活用

印 電話(

(注)申請書類作成者職氏名の欄は、氏名を記載して押印することに代えて、署名することができます。



様式第2号

労働時間等設定改善推進助成金事業実施計画

団体名

事業の種類

〔実施する項目をOで囲んでください。〕 計画件数

ア、イ、エが必須項目

ア方針策定等の事業 .:・・・・・・.・・'.・・.・・・・.-.-..-.....-... . . . . -. 

・::::::::::::::::::

① 

イ 好事例の収集、普及啓発の事業 件 ② 

取
ウ セミナーの開催の事業 回 ③ 

組
エ巡回指導等の事業 回 @ 

事
オ 労働時間等の設定の事改業善に向けた
取引先等との調整の 回 ⑤ 

項 カ その他必要と認められる事業 ・.・ ~:・・ ・・ ~:・・ ・・ ~:・ ・・:.・~{: ⑥ 

① 
事業費計(①~⑥の合計) .'・-・・・ ・・:.・・・ ・.・・.'・"・"・"・"・・・::=: 

・・・・"・::::
⑦ 

労働時開設定改善推進員の費用
. ーー4・・ー ーー-・ ・・ ーー.ー・ー・'・ーも"・ーーE・.・ .・.・.目一-・・ーーーーー一 ③ 

(計算額は、⑦の内額を記入してください。)
・...-...-...-...-..-..-.. 

計画額計

〔空白雪磁鶴堅幹震実情28額、⑧の額が45万円を 〕 @ 
〔忠錦又は⑦ー@+45万円の額が150万円を上回る場合は)

事業の種類

〔競する項目をOで囲んでください。〕 計画件数

ア、イが必須項目

ア 陵定改善プランの策定に向けた砲践会の股置等の事業 ・・-・ ・-・・ ・.・ ・・・・・ ・・・ ・-・・・・ ・・.，  ① 
取
イ 現状及び問題点の把握の事業 回 ② 

組
ウセミナーの開催の事業 回 ③ 

事 事業費計(①~③の合計) ・・・・・・・・:.:・・・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.・・・・・・.・・・・・・・-........... . a •••••• ④ 

項 労働時開設定改善推進員の費用
-・.・・.・・・目-・・・・"・"ー・ー目・・-...... ー ⑤ 

② 
(計算額は、④の内額を記入してください。)

計画額計

〔富2宮容f;FSIZ鮪鴻の額、⑤の額が45万円を上〕 ⑥ 
〔2;野は④ー⑤+45万円の額約50万円を上回る場合は〕

ド一一一一…ーィ@
労働時開設定改善推進員の人数及び l 

氏名(所属) 一一一人|

計画額

計画額

(注)取組事項②を実施しない場合は、取組事項②の欄に斜線を引いてください。

平成年月 日

実施予定期間

円 年月~年月

円 年月~年月

円 年月~年月

円 年月~年月

円 年月~年月

円 年月~年月

円

ーー・・.・・・ーEー・ー.一・・J・.・・.・・・ーE・・・・・・.・・・・・・・・・・・ー・:・・・.・・"・・.干・・ー・・.・・・・・"・・・・・・・.・・・目E・.・目.・ー・ー・・.・ー・・・.・・ーーーEー・.・・ー・ーーー・.・.ーーー・.・.・・・ーーー .・・・:ーー・・一i[・一匂・.・.守一ー・ーーーーー士・.・.一一・ー.ーEーー・町・.ー.ー・・・ー目目・:!:!・白・ー.・ー"ー・:'ー・.・ーーー・ーー.・ーーーー...... : .. -. -. ・ー
円

円
ーーー"ーeーー・ ー.ー'.・・.ーe句 ・.ー・.ー・守ー-匂ー・.一E・・・ヨE・・ー司・・ー・-ーe‘目aーー令・。白一.，色一ー ・ー.，ーーーー‘・ー・・・-ーーー・・・‘・司ー-・ーー.・'一0ーーー噌ー.守ー.ーー一・‘ . ・ー一ーーー

実 施予定期間

円 年月~年月

円 年月~年月

円 年月~年月

円

.・目・・.・'・-ー・・ー・ー・・・-・・::ーー・ーーー.・-・ーーーEー.ー-ー-・・.・・ーーーー・ーー・ー・・・・・ーー・ー・ー-・・.・.ー・ー・・.ーー.ーーー・ー・i:ー・‘ーーーーー・・ー・・ー.・・・.-.. ーーEーー・・ーー.・・ーーー.ーーー.・・・・ ・"ー・.・.・・ー・・E・・.・.ーー・一・・.・ー-一.・・.・・・・一.ー一.・.・・E・・・・・・・.一0・ーーーE・-ー.ー・ー・-・ー・.・ーー.・・・ー一ー・・.・・・ーー・.・"・-ー・EーE・-・.ーー.・一ー・・・.・.・-・一・.・.・一ー・.・J・・・・.・d・.・-・・・.・・.・-・ーーー~ーE・-ー・ー・・.ーE・・ーー-ー.・・・ー.・.・・4・・・.ーEーEーーーーー・.・・-ー.・ーE・ー・ー・・・・Eー.・一ー.・-・.ー・-・・・一・・ーーーー・:: ・Eー
円

円 γ・・・・ー・・-守ーー河…F・・ー・・・・・.・・・"・巴・・"一.・・.・.・，.…a匂・.・ 一・・ー.ーー・・.ー匂・ー.・・ー一.ー・.・白ー・・ー…一.・ーEーー・.巴・ーー司.一・・目:::・・・.ー・・・7・・.マ・・一・・ー・・・ーー一・a・-リ・・ー.ー・.・ーー・.・・-ー.・一一-ー.ーョ.…一，目・，・・ー・ー・・・・・一・・匂・・ー.・・ー.・.・ー.ー・一・・E一ーーー.ー・・・・・・・・・ーー-一一ーーーJ一・.・ー一ーーe・.‘・・・ー一ー-ー.・.・ー一白.目・ー・一ー・・，・-一一ー・一・一ー-・・-司.・一・・.一匂J・・一一・-・・-一匂ー. ーー一

円ljj:謹民主ヨ



様式第2号(別紙)

労働時間等設定改善推進助成金 事業実施計画
[実施事業ごとの詳細]

平成年月 日

|事業実施記号|

年間計画
実 施 事 項

件数等 所要額

円

円

円

円

円

[労働時開設定改善推進員の費用]

(氏名) 円

(氏名) 円

計 円

-事業実施の必要性・目的

-所要額の積算根拠等

(注) 1 事業実施記号の欄には、様式第2号の事業の種類(取組事項①のア~カ、取組事項②のア~ウ)の記号を
記入すること。

2 (労働時開設定改善推進員の費用)の「件数等J欄には作業日数の合計を記入してください。



様式第3号

労働時間等設定改善推進助成金事業実施承認通知書

平成 年 月 日

殿

労働局長 印

平成 年 月 日付けで、申請のあった労働時間等設定改善推進助成金に係る
支給対象事業としての労働時間等設定改善推進事業実施の承認については、審査の結
果、下記により承認することとしたので、通知いたします。

記

1 承認番号

2 承認年月日

3 助成金支給の対象となる期間

第 号

平成年月日

2の承認の日より平成 年 1月末日まで

〔ただ円成 年4月1日以降に実施した事業実施計j
画作成のための調査、会議等は対象となります。 I

<注意事項>

1 助成金の支給に関して必要と認め実施する調査又は報告に協力してください。

2 助成金の事業実施及び支給申請は、労働時間等設定改善推進助成金支給要領及
び交付要綱により行ってください。

3 労働時間等設定改善推進事業のうち、取組事項①のイ・ウ・エ・オ及び取組事
項の②のイ・ウの事業については、実施した件数等が労働時間等設定改善推進事
業実施計画で計上された件数等の2分の 1に満たない場合、これらの事業に係る
助成金は支給されません。

4 労働時間等設定改善推進事業の実施に要した費用の支出の状況を明らかにする
ため、団体の他の事業経費とは区分して特別の会計整理を行うとともに、労働時
間等設定改善推進事業の実施に要した経費の支出に関する証拠書類の写しを助成
金支給申請の際に添付してください。また、当該証拠書類は助成金の支給を受け
た日の属する年度の翌年度の初日から起算して5年間整理保管してください。



様式第4号

労働時間等設定改善推進助成金事業実施不承認通知書

平成年月 日

殿

労働局長 印

平成 年 月 日付けで申請のあった労働時間等設定改善推進助成金に係る
支給対象事業としての労働時間等設定改善推進事業実施の承認については、審査の結
果、下記の理由民より承認しないこととしたので、通知いたします。

記

理由



様式第5号

労働時間等設定改善推進助成金事業実施計画変更申請書

平成 年 月 日

労働局長 殿

名
名
職
氏

名
称
氏
名
職
の
者
体
表
団
代

印

平成年月 日付けで承認を受けた標記助成金について、変更の承認を受けたいので申請します。

記

労働時間等設定改善推進助成金事業実施計画変
更の事由

【労働時間等設定改善推進助成金】の変更内容

※実施しようとする取組事項をOで囲むこと。また、取組事項ごとに、重点対象とする事項の記号をOで囲むこと。

唾層強〉 tアイ ウほ必須‘エ~スtま必須に加:%て取り
組れア)-7}S官T官官t?'~、の} 唾昼強〉 (ア、イは必須)

ア 実施体制の整備
(労働時間等股定改善委員会をはじめとする労使協臨機関の般置等)

イ 年次有給休暇を取得しやすい環境の整備

ア 20代後半から 30代の労働者に係る
年次有給休暇を取得しやすい環境の整備

イ 20代後半から 30代の労働者に係る
所定外労働の削減

ウ 特に配慮を必要とする労働者について

事業主が講ずべき措置

ウ 所定外労働の削減

エ 労働者の抱える多様な事情及び業務の態様に
対応した労時間等の設定

オ労働時間の管理の適正化

〔・子の養育文は家族の介護を行う労働者に係る措置)
-妊娠中及び出産後の女性労働者に係る措置 J 

キ 労働時間等見直しガイドラインの2の(2)の
「特に配慮必要とする労働者について事業主が講ずべ
き措置Jのイからトに定められた措置
(具体的事項:

カ ワークシェアリング、在宅勤務、テレワーク等の活用

申請書類作成者職氏名 11; 
印 電話(

(注)申請書類作成者職氏名の欄は、氏名を記載して押印することに代えて、署名することができます。



様式第5号

労働時間等設定改善推進助成金 事業実施計画(変更)

平成年月 日

団体名

事業の種類

〔実施する項目をOで囲んでくだ机1
ア、イ、エが必須項目 j 

ア方針策定等の事業

計画件数 l 計画額 実施予定期間

円 年月~年月

円 年月~年月

円 年月~年月

円 年月~年月

.年月~年月

年月~年月

イ 好事例の収集、普及啓発の事業

ウ セミナーの開催の事業
取l

組|エ巡回指導等の事業

事

オ労働時間等の設定の改善に向けた
取引先等との調整の事業

j}~:}~{{:~:~t ① 
件i②

回i③

回l④

回l⑤

項|カ その他必要と認められる事業 |京会主主主ヨ⑥

①l事業費計(①~⑥の合計) |;jit:111111!⑦ 
労働時開設定改善推進員の費用 1::::::::::::::::::::::::1 ____ 
(計算額は、⑦の内額を記入してください。)下:::::::::::::::::::::::1""

計画額計

〔空白雪磁iiÆ喝常実情~~額、③の額が45万円を ) I@ 
(繍文は⑦ー@+45万円の額が附

円

円

円

事業の種類

(実施する項目をOで囲んでください。)
ア、イが必須項目

計画件数 l 計画額 実施予定期間

取E ア 腔定改普プランの策定に向けた租際会の設匝等の事業r-主主主jijpi①

'ィ 現状及び問題点の把握の事業
組i
ウ セミナーの開催の事業

事1:事業費計(①~③の合計)

Ej3 
円| 年月~年月

円| 年月~年月

円| 年月~年月

円r己主主宗主三三己
円1:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::項|労働時開設定改善推進員の費用 | 

1:=::::::::::::::::::::::1⑤ 
②l(計算額は、@の内額を記入してください。)I 
計画額計

〔富鶏gffF都銀台湾省の額、⑤の額が45万円を上)I@
同僚は④ー⑤+45万悶が悶円を上回る齢は)

円

l上射……一一+⑧の額)l。
労働時開設定改善推進員の人数及び l 

氏名(所属) 一一一人l

(注)取組事項②を実施しない場合は、取組事項②の欄に斜線を引いてください。



様式第5号(別紙)

労働時間等設定改善推進助成金 事業実施計画 (変更)
[実施事業ごとの詳細]

平成年月 日

|事業実施記号|

年間計画
実 施 事 項

件数等 所要額

円

円

円

円

円

[労働時開設定改善推進員の費用]

(氏名) 円

(氏名) 円

計 円

-事業実施の必要性・目的

-所要額の積算根拠等

(注) 1 事業実施記号の欄には、様式第2号の事業の種類(取組事項①のア~カ、取組事項②のア~ウ)の記号を
記入すること。
2 (労働時開設定改善推進員の費用)の『件数等J欄には作業日数の合計を記入してください。



様式第6号

労働時間等設定改善推進助成金事業実施計画変更承認通知書

平成年月 日

殿

労働局長 印

平成 年 月 日付けで申請のあった労働時間等設定改善推進助成金に係る
事業実施計画の変更の承認申請については、審査の結果、下記により承認したので通
知いたします。

記

1 承認番号

2 承認年月日

第 号

平成年月日



様式第7号

労働時間等設定改善推進助成金事業実施計画変更不承認通知書

平成年月 日

殿

労働局長 印

平成 年 月 日付けで申請のあった労働時間等設定改善推進助成金に係る
支給対象事業の変更承認申請については、審査の結果、下記の理由により承認しない
こととしたので、通知いたします。

記

理由



様式第8号

労働時間等設定改善推進助成金支給申請書

平成 年 月 日
労働局長殿

腕
陥

名
称
氏
名
職
の
者
体
表
団
代

印

労働時間等設定改善推進助成金の支給を受けたいので申請します。

1 

s 
所 在 地 I(干 一

電話( 一 一
承認番号' 第 一 一 号 承認通知年月日 |平成 年 月 日

※選択した事項の記号をOで囲むこと。 具体的な取組内容(選択した事項のみ記入)

ア 実施体制の整備

労働時間等設定改善委員会をはじめとする

労使協議機関の設置等

イ 年次有給休暇を取得しやすい環境の整備

2 ウ 所定外労働の削減

労

働時 取 エ 労働者の抱える多様な事情及び業務の態様

問 組事 に対応した労働時間等の設定

等
項
の
① 
設定
オ労働時間の管理の適正化

の
改
カ ワークシェアリング、在宅勤務、テレワー普
ク等の活用

向
』す
キその他た

取
労働時間等見直しガイドラインの2の (2)の『特き摘に
配慮を必要とする労働者について事業主が鵬ずペ

組 !flJのイからトに定められた措置
の (具体的事項:
概
要 ア 20代後半から 30代の労働者に係る

年次有給休暇を取得しやすい環境の盤備

取

組事
イ 20代後半から 30代の労働者に係る

所定外労働の削減
項
② 
ウ 特に配慮を必要とする労働者について

事業主が講ずべき措置

銀行 支底(普通・当座) 口座番号
振込先銀行口座 {フ'Jtfナ}

口座名義人(法人の場合は、法人名義のもの)

申請書類作成者職氏名
職名

氏名 印 電話( 一 一

(注) 申請書類作成者職氏名の欄は、氏名を記載して押印することに代えて、署名することができます。
※事業実施計画に記載した事業の実施に要した経費の支出に関する証拠書類の写しを添付して下さい。



様式第8号ー続紙一

労働時間等設定改善推進助成金支給申請書

平成年月日

事業の種類

ア方針策定等の事業

イ 好事例の収集、普及啓発の事業

ウ セミナーの開催の事業

エ巡回指導等の事業

取|オ労働時間等の設定の改善に向けた
| 取引先等との調整の事業

組|カ その他必要と認められる事業

事|事業費小計

計画件数 l実施件数 実施費用 申請額

円 円

円 ※ 円

円 ※ 円

円 ※ 円

円 円

円 円

① 円

-

宅
円

円

.••• •••• •••• •••• •••• •••• •••• •••• •••• •••• •••• •••• •••• •••• 
.
.
 ，
 
• 

•••• .••• •..• •••• •••• •••• •••• •..• 
酔・rF
・r

.••• ••.• •••• •••• •••• •••• .••• .•.• •••• •••• •••• ..•• •••• •••• .. ，
 .
 

•••• •••• •••• ••.• 
・・・・

件|件

回|回

回|回

回 回

.••• ••. ••• ..•• •••• •••• .••• •••. •••• •.•• •••• •••• •••• •••• •••• •••• 
-
-
e
・

•••• ••.• •••• •••• •••• ••.. •••• •.•. 
1
 

••.• •••• •••• •••• •••• •.•• .••• •••• .••• •••• 
-----

•••• ..•• •••• •••• •••• ••.. •••• •••• .••• ••.• •••• 
・・・・

項| 労働時開設定改善雌員の費用 i 
①l (事業費の内額を記入してください。

目事業費申諦額 (労働時開設定改善推進員費用の上限額との調整)

労働時開設定改善推進員の費用が45万円以下の場合は、①の額
労働時開設定改善推進員の費用が45万円を超える場合は、①ー (45万円を超えた額)

助成金申鯖額(100円未満切り捨て)

③豆150万円の場合は、@の額
③>150万円の場合は、 150万円

@ 円

事業の種類 計画件数 実施件数 実施費用 申請額

ア 殴定改善プランの策定に向けた絹陵会の般電電事の事禦 .・.....・-.-....a.• •• . . .. ..... . .'・.・-.....-.......-......-....-.-.-..-e.-.-・ 円 円::::=:::::::::::::::::: . ・・. ・::::::::::::::::::::: '.・...........'.......'.'・-・-・-・-・-・-・ -
イ 現状及び問題点の把握の事業 件 件 円 ※ 円

ウ セミナーの開催の事業 回 回 円 ※ 円
取
事業費小計 ① 円

組
--.，---.....-.-...-...-..--....-.--......-.. -....-... -.....-..e.......... ... -...... ..• -...... .. -...... ... -.......................... . . . . . .... 

労働(事時業開費設の内定額改;善推進員の費用
....................... 

円 ② 円
事 額を記入してください。)

・・・・..・・・・.....・...・・......................'..............・.....

項
事業費申諦額 (労働時開設定改善推進員費用の上限額との調整)

労働時開設定改善推進員の費用が45万円以下の場合は、①の額 ③ 円

② 労働時開設定改善推進員の費用が45万円を超える場合は、①ー (45万円を趨えた額)

助成金申請額(100円未満切り捨て)

③~150万円の場合は、③の額 @ 円

③>150万円の場合は、 150万円

精算額(上乗せ助成に取り組んだ場合の申請額計) (@+@の額)

(注〕取組事項②を実施しない場合は、取組事項②の欄に斜線を引いてください。

。 円



様式第9号

労働時間等設定改善推進助成金事業実施状況報告書
[実施事業ごとの詳細]

平成年月日

|事業実施記号|

実 施 事 項
計画 実績

行政事務処理欄
件数等 件数等 実施費用

円 円

円 円

円 、円

円 円

円 円

[労働時開設定改善推進員の費用]

(氏名) 円 円

(氏名) 円 円

計 円 円

-実施状況の詳細

-費用の内訳の詳細

ノ

(注) 1 事業実施記号の欄には、様式第2号の事業の種類(取組事項①のア~カ、取組事項②のア~ウ)の記号を
記入すること。
2 (労働時開設定改善推進員の費用)の『件数等J欄には作業日数の合計を記入してください。



様式第9号(別紙)

円扇面面部品問問(

自

至

平成年月

平成年月

日

日

実施月 活動日数

月

月

月

月

月

月

計

団体名

事業実施確認者氏名

t=P 



様式第9号(別紙) ー続紙一

労働時開設定改善推進員活動日誌

印平成年月 日( )曜日 |推進員氏名|

活動項目

i全体会議等
実態調査

‘好事例集・報告書の作成

富iセミナー
事i全体説明会

~I個別指導
(巡回・相談会)

!取引先等との連絡会議

lその他

活動内容

同ーー・ . 

同ー
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様式第10号

労働時間等設定改善推進助成金事業実施結果報告書

平成 年 月 日

労働局長殿

的

問

陥

名
称
氏
名
職
の
者
体
表
団
代

印

労働時間等設定改善推進事業の取組の結果について、下記のとおり報告します。

1 事業実櫨状況

(1) 構成事業場数 事業場

(2) 取組事項(取組事項ごとに当てはまるものを全てOで囲んでください。)
一取組事項①ー

ア 実施体制の整備(労働時間等設定改善委員会をはじめとする労使協議機関の設置等)

イ 年次有給休暇を取得しやすい環境の整備

ウ 所定外労働の削減

エ 労働者の抱える多様な事情及び業務の態様に対応した労働時間等の設定
オ労働時間の管理の適正化

カ ワークシェアリング、在宅勤務、テレワーク等の活用

キ 労働時間等見直しガイドラインの2の(2)の「特に配慮必要とする労働者について事業主が
講ずべき措置Jのイからトに定められた措置
(具体的事項:

一取組事項②一

ア 20代後半から 30代の労働者に係る年次有給休暇を取得しやすい環境の整備

イ 20代後半から 30代の労働者に係る所定外労働の削減

ウ 子の養育文は家族の介護を行う者、妊娠中及び出産後の女性労働者

(3) 20代後半から 30代の労働者数(取組事項②を選択している場合) 人

2 取組婁縮{選択した取組事項について記入するこ~^ ) 

(1) 労働時間等設定改善委員会をはじめとする労使協議機関の設置
(労働時間等の設定の改善に関する特別措置法第7条第2項の規定による衛生委員会のみなしを含む)

設置事業場数|

(2) 年次有給休暇を取得しやすい環境整備

事業開始時 事業終了時

事業実績(事業場ごとの労働者1人平均取得日数、平均付与日数及び取得率を取組事業揚全体で平均したもの)

※取組事項②を実施している場合、 20代後半から 30代の労働者に係る数値も記入すること。

事業開始時 事業終了時 増減

平均取得日数/平均付与回数 日/ 日 日/ 日 日/ 日

取得率 % % 本.イント

20代後半から30代の労働者に係る
日/ 日 日/ 日 日/ 日

平均取得回数/平均付与回数

20代後半から30代の労働者に係る
% % ポイント

取得率



具体的取組内容

内 訳 事業終了時

計画的付与制度の採用 事業場

年次有給休暇台帳の作成 事業場

その他(具体的内容) 事業場

(3) 所定外労働の削減

事業実績(事業場ごとの労働者1人平均時間を取組事業場全体で平均したもの)
※取組事項②を実施している場合、 20代後半から30代の労働者に係る数値も記入すること。

事業開始時
事業終了時 増減

(事業開始前1年(度))

1ヶ月平均所定外労働時間数 時間 時間 時間

20代後半から30代の労働者iこ係る
時間 時間 時間

1ヶ月平均所定外労働時間数

具体的取組内容

.内 訳 事業終了時

ノー残業デ一、ノー残業ウィークの実施(拡充) 事業場

その他(具体的内容) 事業場

(4) 労働者の抱える多様な事情及び業務の態様に対応した労働時間等の設定

具体的取組内容及び実績



変形労働時間制度等の活用実績

内 訳 新規導入

1箇月単位の変形労働時間制の採用

1年単位の変形労働時間制の採用

1週間単位の非定型的労働時間制の採用

フレックスタイム制の採用

専門業務型裁量労働制の採用

企画業務型裁量労働制の採用

全 体

(司労働時間の管理の適正化

具体的取組内容及び実績

(6) ワークシェアリング、在宅勤務、テレワーク等の活用

事業実績

事業場

事業場

事業場
. 
事業場

事業場

事業場

事業場

ワークシェアリング、在宅勤務、テレワーク等について、新たに何らかの整

備を実施した事業場割合

具体的取組内容

内 訳

ワークシェアリングの実施

在宅勤務の採用

テレワークの採用

その他(具体的内容)

見直し

事業場

事業渇

事業場

事業場

事業場

事業場

事業場

% 

事業場)

事業終了時

事業場

事業場

事業場

事業場



(7) その他の取組
O労働時間等見直しガイ、ドラインの2の(2)の「特に配患を必要とする労働者について事業主が講ずべき措置Jの
イからトに定められた措置

内 訳 事業終了時

①「特に健康の保持に努める必要があると認められる労働者Jに係る措置 事業場

(具体的内容)

. 

②「子の養育又は家族の介護を行う労働者」に係る措置 事業場

(具体的内容)

③「妊娠中及び出産後の女性労働者Jに係る措置 事業場

(具体的内容)

@r単身赴任者Jに係る措置 事業場

(具体的内容)

⑤『自発的な職業能力開発を図る労働者Jに係る措置 事業場

(具体的内容)

⑥「地域活動等を行う労働者Jに係る措置 事業場

(具体的内容)

「子の養育文は家族の介護を行う労働者J及び『妊娠中及び出産後の女性労働者Jに対して講じた
法令を上回る措置
※取組事項②においてウを選択した場合に記入すること。

(具体的内容) 事業場



様式第11号

労働時間等設定改善推進助成金支給決定通知書

平成 年 月 日

殿

労働局長 印

平成 年 月 日付けで申請のあった労働時間等設定改善推進助成金につい
ては、審査の結果、下記のとおり支給することを決定したので、通知いたします。

記

1 支給決定額 円

2 支給決定年月日 平成年月日

<注意事項>

1 助成金の支給に関して必要と認め実施する調査又は報告に協力してください。

2 労働時間等設定改善推進事業の実施に要した経費の支出に関する証拠書類は、
翌年度の初日から起算して5年間整理保管してください。

3 偽りその他不正の手段により助成金の支給を受けた場合には、支給した助成金
の全部又は一部を直ちに返還していただきます。



様式第12号

労働時間等設定改善推進助成金不支給決定通知書

平成年月 日

殿

労働局長 印

平成 年 月 日付けで支給申請のあった労働時間等設定改善推進助成金に
ついては、審査の結果、下記の理由により支給しないことを決定したので、通知いた
します。

記

理由



様式第13号

平成年月 日

労働局長 殿

団体の名称、

代表者職氏名 職名

氏名 印

労働時間等設定改善推進助成金に係る消費税額の確定に伴う報告書

下記のとおり報告します。

記

1 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律(昭和30年法律第179号)第15条に基づく

確定額又は事業実績報告額

金 円

2 消費税額の申告により確定した消費税仕入控除税額(要国庫補助金返還相当額)

金 円

3 参考となる書類(別添 :2の金額の積算内訳等)



様式第14号

労働時間等設定改善推進助成金返還決定通知書

平成年月 日

殿

労働局長 印

平成 年 月 日付けをもって、貴団体に対して支給した労働時間等設定改
善推進助成金については、下記により返還するよう通知いたします。

記

1 返還の理由

2 返還額 円

3 返還の期限 平成年月日

4 返還の方法 別途交付する納入告知書に従い、上記2の金額

を国庫に納付すること



(別添2)

職場意識改善助成金支給要領

改正後 現行

労働者災害補償保険法施行規則(昭和30年労働| 労働者災害補償保険法施行規則(昭和 30年労働

省令第 22号)第 28条の規定による職場意識改善|省令第 22号)第 28条の規定による職場意識改善

助成金(以下『改善助成金j という o )は、この|助成金(以下『改善助成金j としづ。)は、この

要領により支給するものとする。 I要領により支給するものとする。

第1 趣旨

恒常的な長時間労働の実態が見られる中小事

業主に対し、労働時間等の設定の改善に向けた

職場意識の改善に積極的に取り組み、長時間労

働の抑制に向けて、所定外労働の削減、年次有

給休暇の取得促進その他労働時間等の設定の改

善のために必要な措置を講じ、効果的に実施し

た事業主に重点的に改善助成金を支給すること

により、中小企業における労働時間等の設定の

改善の推進を図るものである。

第2 支給対象事業主

改善助成金は、次の1から立までのいずれに

も該当する事業主に対して支給するものとす

る。

1 労働者災害補償保険の適用事業主であるこ

と。

2 資本金又は出資の総額が3億円(小売業又

はサービス業を主たる事業とする事業主につ

いては 5，000万円、卸売業を主たる事業とす

る事業主については1億円)以下である事業

主及びその常時使用する労働者の数が 300人

(小売業を主たる事業とする事業主について

は50人三卸売業又はサービス業を主たる事業

とする事業主については 100人)以下である

事業主であること。

3 業種が次の(1)文は(2)の区分による事業主

であることの

(I) 週の労働時聞が 60時間以上の労働者の

割合が高い業種(特定分野)である建設業、

第 1 趣旨

労働時間等の設定の改善の取組を促進しよう

よ之ゑ中小事業主に対し、労働時間等の設定の

改善に向けた職場意識の改善に積極的に取り組

み、所定外労働の削減、年次有給休暇の取得促

進その他労働時間等の設定の改善のために必要

な措置を講じ、効果的に実施した事業主に改善

助成金を支給することにより、中小企業におけ

る労働時間等の設定の改善の推進を図るもので

ある。

第2 支給対象事業主

改善助成金は、次の1から立までのいずれに

も該当する事業主に対して支給するものとす

る。

1 労働者災害補償保険の適用事業主であるこ

と。

2 資本金文は出資の総額が3億円(小売業文

はサービス業を主たる事業とする事業主につ

いては 5，000万円、卸売業を主たる事業とす

る事業主については 1億円〉以下である事業

主及びその常時使用する労働者の数が 300人

(小売業を主たる事業とする事業主について

は50人、卸売業又はサービス業を主たる事業

とする事業主については 100人)以下である

事業主であること。

(新設)



情報通信業文は運輸業に属する事業主

(2) (1)以外の業種に属する事業主にあって

は、事業開始前1年における労働者の年次

有給休暇の平均取得率が 50%未満又は1

か月平均所定外労働時間数が 10時間以上

であるもの

4 事業場の所在地を管轄する都道府県労働局

長(以下「都道府県労働局長Jという。)に

職場意識改善計画認定申請書及び労働時間等

の設定の改善に向けた職場意識改善に係る計

画(以下「職場意識改善計画等j という。)

を届け出、次の(1)及び(2)の認定を受けた事

業主であること。

(1) 職場意識改善計画等を策定すること。

(2) 2年間にわたり、所定外労働の削減や年

次有給休暇の取得促進など労働時間等の

設定の改善に向けた職場における意識の

改善に積極的に取り組む意欲があり、かっ

成果が期待できること。

~職場意識改善計画に基づき、労働時間等設

定改善委員会の設置等労働時間等の設定の改

善を促進するために必要な体制の整備など、

職場意識改善に係る措置を行い、効果的に実

施した事業主であること。

..Q..~及び:~に基づく措置の実施の状況を明ら

かにする書類を整備している事業主であるこ

と。

第3 取組事項

職場意識改善計画には、次の事項を盛り込み

実施すること。

1 実施体制の整備のための措置

次の(1)及び(2)の全てを実施すること。

(1) 労働時間等設定改善委員会の設置等労

使の話し合いの機会の整備

(2) 労働時間等に関する個々の苦情、意見及

ぴ要望を受け付けるための担当者の選任

2 職場意識改善のための措置

次の(1)及び(2)の全てを実施すること。

.2.事業場の所在地を管轄する都道府県労働局

長(以下『都道府県労働局長Jという。)に

職場意識改善計画認定申請書及び労働時間等

の設定の改善に向けた職場意識改善に係る計

画(以下「職場意識改善計画等Jという。)

を届け出、次の(1)及び(2)の認定を受けた事

業主であること。

(1) 職場盆盤改善計画等を策定すること。

(2) 2年間にわたり、労働時間等の設定の改

善に向けた職場における意識の改善に積

極的に取り組む意欲があり、かっ成果が期

待できること。

4 職場意識改善計画に基づき、労働時間等設

定改善委員会の設置等労働時間等の設定の改

善を促進するために必要な体制の整備など、

職場意識改善に係る措置を行い、効果的に実

施した事業主であること。

J主主及び.fJこ基づく措置の実施の状況を明ら

かにする書類を整備している事業主であるこ

と。

第3 取組事項

職場意識改善計画には、次の事項を盛り込み

実施すること。

1 実施体制の整備のための措置

次の(1)及び(2)の全てを実施すること。

(1) 労働時間等設定改善委員会の設置等労

使の話し合いの機会の整備

(2) 労働時間等に関する個々の苦情、意見及

ぴ要望を受け付けるための担当者の選任

2 職場意識改善のための措置

次の(1)及び(2)の全てを実施すること。



(1) 労働者に対する職場意識改善計画の周

知

(2) 職場意識改善のための研修の実施

3 労働時間等の設定の改善のための措置

労働時間等見直しガイドラインに基づき、

次の(1)から(5)までのうち、(1)及び(2)の措

置については必ず実施することとし、 (3)から

(5)のうちいずれか1項目以上を選択して実

施すること。

(1) 年次有給休暇の取得促進のための措置

(2) 所定外労働削減のための措置

(3) 労働者の抱える多様な事情及び業務の

態様に対応した労働時間の設定

(4) 労働時間等見直しガイドラインの 2の

(2)の「特に配慮を必要とする労働者につ

いて事業主が講ずべき措置jのイからトま

でに定められた、特に配慮を必要とする労

働者に対する休暇の付与等の措置

(5) ワークシェアリング、在宅勤務、テレワ

ーク等の活用による多様な就労を可能と

する措置

4 労働時間等に係る制度の改善(以下『制度

面の改善』という。)のための措置

制度面の改善に係る助成金の支給を希望す

る場合は、 1か月 60時間を超える時間外労働

に係る割増賃金率を 50%以上としたうえで、

次の(1)又は(2)のいずれか1項目を選択して

実施すること。

(1) 所定労働時間を週 1時間以上短縮する

措置

(2) 以下のいずれも満たす措置

① 労働時間等設定改善委員会等におけ

る年次有給休暇の取得状況の確認制度

を導入したこと

② 以下のいずれかの制度を導入したこ

と

( i ) 年間5日以上の年次有給休暇の計

面的付与制度

(量) 年次有給休暇の計画的付与と休日

(1) 労働者に対する職場意識改善計画の周

知

(2) 職場意識改善のための研修の実施

3 労働時間等の設定の改善のための措置

労働時間等見直しガイドラインに基づき、

次の(1)から (5)までのうち、(1)及び(2)の措

置については必ず実施することとし、 (3)から

(5)のうちいずれか1項目以上を選択して実

施すること。

(1) 年次有給休暇の取得促進のための措置

(2) 所定外労働削減のための措置

(3) 労働者の抱える多様な事情及び業務の

態様に対応した労働時間の設定

(4) 労働時間等見直しガイドラインの 2の

(2)の『特に配慮を必要とする労働者につ

いて事業主が講ずべき措置jのイからトま

でに定められた、特に配慮を必要とする労

働者に対する休暇の付与等の措置

(5) ワークシェアリング、在宅勤務、テレワ

ーク等の活用による多様な就労を可能と

する措置

4 労働時間等に係る制度の改善(以下「制度

面の改善j という。)のための措置

制度面の改善に係る助成金の支給を希望す

る場合は、 1か月 60時間を超える時間外労働

に係る割糟賃金率を 50%以上としたうえで、

次の(1)文は(2)のいずれか1項目を選択して

実施すること。

(1) 所定労働時間を週 1時間以上短縮する

措置

(2) 以下のいずれも満たす措置

① 労働時間等設定改善委員会等におけ

る年次有給休暇の取得状況の確認制度

を導入したこと

② 以下のいずれかの制度を導入したこ

と

( i ) 年間5日以上の年次有給休暇の計

画的付与制度

(量) 年次有給休暇の計画的付与と休日



や任意に与えることとしている諸休

暇(夏季、年末年始休暇等)と組み

合わせた 14日以上の連続休暇制度

(ただし、年次有給休暇の計画的付

与が3日以上ある場合は 10日以上

の連続休暇制度で可とする。)

第4 支給対象事業主数

改善助成金は、国の予算の範囲内で支給するも

や任意に与えることとしている諸休

暇(夏季、年末年始休暇等)と組み

合わせた 14日以上の連続休暇制度

(ただし、年次有給休暇の計画的付

与が3日以上ある場合は 10日以上

の連続休暇制度で可とする。)

第4 支給対象事業主数

改善助成金は、国の予算の範囲内で支給するも

のである。したがって、支給対象事業主数は、国| のである。したがって、支給対象事業主数は、国

の予算額により制約されるものであること。 Iの予算額により制約されるものであること。

第5 改善助成金の支給

1 支給額

支給は、 1事業年度について1事業主1回

に限るものとする。

(1) 認定を受けた年度(以下 r1年度目jと

いう。)においては、職場意識の改善の取

組の結果、実施前に比べ設定改善指標の得

点が高まった場合に 50万円を支給する。

(2) (1)を受給した事業主であって、別表に

掲げる『具体的な実施内容jのアを実施し

たうえで、イ又はウのいずれかを行った場

合には、 1年度目に 50万円を支給する。

(3) 認定を受けた年度の翌年度(以下 r2年

度目j とb、う。)においては、設定改善指

標の得点が事業開始時及び 1年度目のい

ずれも上回った場合に50万円を支給する。

(4) (1)から (3)を受給した事業主であって、

2カ年度にわたる職場意織の改善の取組

の結果、職場意識改善計画に基づき、改善

助成金支給要領第3の1から 3に定める

措置を効果的に実施し、設定改善指標の得

点が 100点以上であって、次のアからウの

いずれかに該当する場合には、(1)から(3)

に加えて、 2年度目に 50万円を支給する。

ア 労働者の年次有給休暇の平均取得率

を 60%以上とし、かつ、労働者の所定

外労働時間数の平均を 20%以上削減す

第5 改善助成金の支給

1 支給額

支給は、 1事業年度について 1事業主1回

に限るものとする。

(1) 認定を受けた年度(以下 r1年度目jと

いう。)においては、職場意識の改善の取

組の結果、実施前に比べ設定改善指標の得

点が高まった場合に 50万円を支給する。

(2) (1)を受給した事業主であって、別表に掲

げる「具体的な実施内容jのアを実施した

うえで、イ又はウのいずれかを行った場合

には、 1年度目に 50万円を支給する。

(3). 認定を受けた年度の翌年度(以下 r2年

度目Jとし、う。)においては、設定改善指

標の得点が事業開始時及び1年度目のい

ずれも上回った場合に50万円を支給する。

(4) (1)から(3)を受給した事業主であって、

2カ年度にわたる職場意識の改善の取組

の結果、職場意識改善計画に基づき、改善

助成金支給要領第3の1から 3に定める

措置を効果的に実施し、設定改善指標の得

点が 100点以上であって、次のア文はイに

該当する場合には、(1)から(3)に加えて、

2年度目に 50万円を支給する。

ア 労働者の年次有給休暇の平均取得率

を 60%以上とし、かっ、労働者の所定

外労働時間数の平均を 20%以上削減す



ること。

イ 労働者の年次有給休暇の平均取得率

を70%以上とすること。

ウ 週の労働時聞が 60時間以上の労働者

(注)の割合を5割以上削減すること。

(注) r週の労働時聞が 60時間以上

の労働者jとは、 1年間の総労働時聞が

3.128.6時間以上の労働者をいうの

(週60時間X365/7与 3.128.6)

2 不支給要件

(1) 改善助成金の支給申請が、次の各号のい

ずれかに該当する場合には、 1に定める助

成金を支給しない。

ア 設定改善指標の得点が、 1年度目につ

いては60点、 2年度目については80点

に満たない場合。

イ 当該事業主が、支給申請書の提出日に

おいて、労働保険料を2年を超えて滞納

している場合。

ウ 当該事業主が、支給申請書の提出日か

ら起算して過去3年間に、労働者災害補

償保険法第3章の 2又は雇用保険法第

4章の規定により支給される給付金に

ついて、不正受給を行った場合。

エ 賃金不払等の労働関係法令違反があ

る場合など、当該事業主に改善助成金を

支給することが適切でないと都道府県

労働局長が認める場合。

(2) 改善助成金の支給申請のうち制度面の

改善に係る助成金の支給については、制度

面の改善のため、就業規則等の改正等を行

ったもののその施行日が翌々年度以降と

なることが明らかに認められる場合など、

当該事業主に制度面の改善に係る助成金

を支給することが適当でないと都道府県

労働局長が認める場合、当該助成金を支給

しないことができる。

第6 支給手続

ること。

イ 労働者の年次有給休暇の平均取得率

を70%以上とすること。

(新設)

2 不支給要件

(1) 改善助成金の支給申請が、次の各号のい

ずれかに該当する場合には、 1に定める助

成金を支給しない。

ア 設定改善指標の得点が、 1年度目につ

いては60点、 2年度目については80点

に満たない場合。

イ 当該事業主が、支給申請書の提出日に

おいて、労働保険料を2年を超えて滞納

している場合。

ウ 当該事業主が、支給申請書の提出日か

ら起算して過去3年間に、労働者災害補

償保険法第3章の 2又は雇用保険法第

4章の規定により支給される給付金に

ついて、不正受給を行った場合。

エ 賃金不払等の労働関係法令違反があ

る場合など、当該事業主に改善助成金を

支給することが適切でないと都道府県

労働局長が認める場合。

(2) 改善助成金の支給申請のうち制度面の改

善に係る助成金の支給については、制度面

の改善のため、就業規則等の改正等を行っ

たもののその施行日が翌々年度以降となる

ことが明らかに認められる場合など、当該

事業主に制度面の改善に係る助成金を支給

することが適当でないと都道府県労働局長

が認める場合、当該助成金を支給しないこ

とができる。

第6 支給手続



1 職場意識改善計画認定の申請

(1) 職場意識改善計画認定の申請

ア 職場意識改善計画認定申請書等の提

出

改善助成金の支給対象となることを

希望する事業主は、 『職場意識改善計画

認定申請書J (様式第1号。以下「認定

申請書jとしづ。)を都道府県労働局長

に提出するものとする。

イ添付書類

認定申請書には、次の書類を添付する

ものとする。

(ア職場意識改善計画J (様式第2

号)

(イ) 労働保険関係成立届の写文は直近

の労働保険概算保険料申告書の写

(ウ) 中小事業主であることを確認する

ための書類(登記事項証明書、労

働保険関係成立届の写、資本金・

労働者数等を記載した資料等)

(エ) 認定申締時点における設定改善指

標に基づく採点結果

(オ) その他、都道府県労働局長が必要

と認める書類

(2) 認定申請の審査及び認定

ア 都道府県労働局長は、事業主から提出

された認定申筒害等に不備がないか点

検し、不備がないと認めた場合は、これ

を受理するものとする。

イ 都道府県労働局長は、認定申詩書等に

ついて次の事項に係る審査を行うもの

とする。

(ア) 第2の1から 3までのいずれの

要件にも該当する事業主であるこ

と。

(イ) 職場意織改善計画に第3の1、

2及び3 (必要に応じ4)の措置

が盛り込まれており、その内容が、

労働時間等の設定の改善に向けた

1 職場意識改善計画認定の申請

(1) 職場意識改善計画認定の申請

ア 職場意識改善計画認定申請書等の提

出

改善助成金の支給対象となることを

希望する事業主は、 『職場意識改善計画

認定申請書J (様式第1号。以下『認定

申請書Jという o)を都道府県労働局長

に提出するものとする。

イ添付書類

認定申請書には、次の書類を添付する

ものとする。

(ア r職場意識改善計画J (様式第2
号)

(イ) 労働保険関係成立届の写又は直近

の労働保険概算保険料申告書の写

(ウ) 中小事業主であることを確認する

ための書類(登記事項証明書、労

働保険関係成立届の写、資本金・

労働者数等を記載した資料等)

(エ) 認定申請時点における設定改善指

標に基づく採点結果

(オ) その他、都道府県労働局長が必要

と認める書類

(2) 認定申精の審査及び認定

ア 都道府県労働局長は、事業主から提出

された認定申諦書等に不備がなし、か点

検し、不備がないと認めた場合は、これ

を受理するものとする。

イ 都道府県労働局長は、認定申請書等に

ついて次の事項に係る審査を行うもの

とする。

(ア) 第2の1及び2の要件に該当す

る事業主であるごと。

(イ) 職場意識改善計画に第3の1、

2及び3 (必要に応じ4)の措置

が盛り込まれており、その内容が、

労働時間等の設定の改善に向けた



職場における意識の改善を図るた

めに適切なものとなっているこ

とo

(ウ) 労働時間等の設定の改善に向け

た職場意識の改善を図ることを目

的とした国又は地方公共団体から

の他の補助金等の交付を受けて行

われるものではないこと。

ウ 都道府県労働局長は、申請の内容を審

査の上、申請のあった事業主が事業を実

施することが適当であると認めた場合

は、 I職場意識改善計画認定通知書J(様

式第3号)により、また、事業を実施す

ることが適当でないと認めた場合は、

『職場意識改善計画不認定通知書J (様

式第4号)により、当該事業主に対して

通知する。

2 職場意識改善計画の変更の申請及び認定

(1) 事業実施の承認を受けた事業主が、やむ

を得ない事由により、職場意識改善計画を

変更しようとする場合は、 『職場意識改善

計画変更認定申請書J (様式第5号)を都

道府県労働局長に提出するものとする。

(2) 都道府県労働局長は、申請の内容が適当

であると認めた場合は、 『職場意識改善計

画変更認定通知書J(様式第6号)により、

また、申請の内容が適当でないと認めた場

合は、 『職場意識改善計画変更不認定通知

書J (様式第7号)により、当該事業主に

対して通知する。

3 改善助成金の支給等

(1) 支給の申請

改善助成金の支給を申錯する事業主は、

1年度目については2月1日から 2月末

日までに、 2年度目については2月1日か

ら2月20固までに、それぞれ f職場意識

改善助成金支給申請書J (様式第8号。以

下『支給申請書Jという。)を都道府県労

働局長に提出するものとする。

職場における意識の改善を図るた

めに適切なものとなっているこ

と。

(ウ) 労働時間等の設定の改善に向け

た職場意識の改善を図ることを目

的とした国又は地方公共団体から

の他の補助金等の交付を受けて行

われるものではないこと。

ウ 都道府県労働局長は、申請の内容を審

査の上、申請のあった事業主が事業を実

施することが適当であると認めた場合

は、『職場意識改善計画認定通知書J(様

式第3号)により、また、事業を実施す

ることが適当でないと認めた場合は、

「職場意識改善計画不認定通知書J (様

式第4号)により、当該事業主に対して

通知する。

2 職場意識改善計画の変更の申請及び認定

(1) 事業実施の承認を受けた事業主が、やむ

を得ない事由により、職場意識改善計画を

変更しようとする場合は、 『職場意識改善

計画変更認定申請書J (様式第5号)を都

道府県労働局長に提出するものとする。

(2) 都道府県労働局長は、申請の内容が適当

であると認めた場合は、 「職場意識改善計

画変更認定通知書J(様式第6号)により、

また、申請の内容が適当でないと認めた場

合は、 『職場意識改善計画変更不認定通知

書J (様式第7号)により、当該事業主に

対して通知する。

3 改善助成金の支給等

(1) 支給の申請

改善助成金の支給を申請する事業主は、

1年度目については2月1日から 2月末

日までに、 2年度目については2月1日か

ら2月20日までに、それぞれ『職場意識

改善助成金支給申請書J (様式第8号。以

下『支給申請書j という。)を都道府県労

働局長に提出するものとする。



ただし、 2月20日又は2丹末日が土

曜日に当たるときはその翌々日とし、日

曜日に当たるときはその翌日とする。

(2) 支給申請書には、次の書類を添付する

ものとする。なお、イについては、 1年

度目の支給申請時に提出した場合におい

ては、 2年度目の支給申請時には提出を

必要とせず、ウについては、 2年度目の

支給申請時のみ提出するものである。

ア職場意識改善計画(様式第2号(写)) 

イ 職場意織改善助成金事業実施状況報

告書(様式第9号)

ウ 職場意識改善助成金事業実施結果報

告書(様式第 10号)

エ 前年度及び前々年度の労働保険料の

納付・領収証書の写

オ 改善助成金支給要領第3の取組事項

に掲げる各措置の実施実績を確認でき

る書類

なお、 「制度面の改善のための措置j

に係る助成金の支給を受ける場合は、別

表に掲げる措置に対応する『確認書類j

を必ず提出すること。

カ 1年度目の認定申請時及び支給申請

時における設定改善指標に基づく採点

結果

当該事業実施2年度目は、 1年度目の

支給申請時及び2年度目の支給申諦時

における設定改善指標に基づく採点結

果に加えて、 2年間における労働者の年

次有給休暇の平均取得率及び労働者の

所定外労働時間数(必要に応じ週の労働

時聞が 60時間以上の労働者の割合)を

確認できる書類

(3) 支給の審査及び決定

ア 都道府県労働局長は、支給申請書及び

添付書類に不備がないか点検し、不備が

ないと認めた場合は、これを受理するも

のとする。

ただし、 2月20日文は2月末日が土

曜日に当たるときはその翌々日とし、日

曜日に当たるときはその翌日とする。

(2) 支給申請書には、次の書類を添付する

ものとする。なお、イについては、 1年

度目の支給申請時に提出した場合におい

ては、 2年度目の支給申請時には提出を

必要とせず、ウについては、 2年度目の

支給申請時のみ提出するものである。

ア職場意識改善計画(様式第2号(写)) 

イ 職場意識改善助成金事業実施状況報

告書(様式第9号)

ウ 職場意識改善助成金事業実施結果報

告書(様式第 10号)

エ 前年度及び前々年度の労働保険料の

納付・領収証書の写

.オ 改善助成金支給要領第3の取組事項

に掲げる各措置の実施実績を確認でき

る書類

なお、 『制度面の改善のための措置j

に係る助成金の支給を受ける場合は、別

表に掲げる措置に対応する「確認書類J

を必ず提出すること。

カ 1年度目の認定申請時及び支給申請

時における設定改善指標に基づく採点

結果

当該事業実施2年度目は、 1年度目の

支給申請時及び2年度目の支給申請時

における設定改善指標に基づく採点結

果に加えて、 2年間における労働者の年

次有給休暇の平均取得率及び労働者の

所定外労働時間数を確認できる書類

(3) 支給の審査及び決定

ア 都道府県労働局長は、支給申請書及び

添付書類に不備がないか点検し、不備が

ないと認めた場合は、これを受理するも

のとする。



イ 都道府県労働局長は、支給申請書等に

ついて、職場意識改善計画に基づき、事

業が適正に実施されているか審査を行

うものとする。

ウ 都道府県労働局長は、申請の内容を審

査の上、適当であると認めた場合は、支

給の決定を行い、 『職場意識改善助成金

支給決定通知書J (様式第 11号)によ

り、また、申請の内容が適当でないと認

めた場合は、不支給の決定を行い、 『職

場意識改善助成金不支給決定通知書J

(様式第 12号)により、事業主に通知

する。

(4) 支給方法

改善助成金の支給は、都道府県労働局長

が、支給決定額を支給申請書に記載された

金融機関の口座に振り込むことによって

行うものとする。

第7 調査確認

1 都道府県労働局長は、改善助成金の支給事

務の適正な運営を確保するために必要と認め

るときは、支給対象事業主に対し報告を求め

ることができ、また、所属の職員に、支給対

象事業主について調査確認を行わせることが

できるものとする。

2 支給対象事業主は、改善助成金の支給に係

る関係書類を支給を受けた日の属する年度の

翌年度の初日から起算して5年間整理保管し

なければならない。

第8 不正受給による返還等

1 都道府県労働局長は、事業主が偽りその他

不正の行為により改善助成金の支給を受けた

場合には、支給した改善助成金の全部又は一

部を返還させるものとする。

2 都道府県労働局長は、返還を決定したとき

は、 「職場意識改善助成金返還決定通知書J

(様式第 13号)により、当該事業主に通知す

イ 都道府県労働局長は、支給申請書等に

ついて、職場意識改善計画に基づき、事

業が適正に実施されているか審査を行

うものとする。

ウ 都道府県労働局長は、申請の内容を審

査の上、適当であると認めた場合は、支

給の決定を行い、 『職場意識改善助成金

支給決定通知書J (様式第 11号)によ

り、また、申請の内容が適当でないと認

めた場合は、不支給の決定を行い、 「職

場意識改善助成金不支給決定通知書j

(様式第 12号)により、事業主に通知

する。

(4) 支給方法

改善助成金の支給は、都道府県労働局長

が、苅舎決定額を支給申請書に記載された

金融機関の口座に振り込むことによって

行うものとする。

第7 調査確認

1 都道府県労働局長は、改善助成金の支給事

務の適正な運営を確保するために必要と認め

るときは、支給対象事業主に対し報告を求め

ることができ、また、所属の職員に、支給対

象事業主について調査確認を行わせることが

できるものとする。

2 支給対象事業主は、改善助成金の支給に係

る関係書類を支給を受けた日の属する年度の

翌年度の初日から起算して5年間整理保管し

なければならない。

第8 不正受給による返還等

1 都道府県労働局長は、事業主が偽りその他

不正の行為により改善助成金の支給を受けた

場合には、支給した改善助成金の全部又は一

部を返還させるものとする。

2 都道府県労働局長は、返還を決定したとき

は、 『職場意識改善助成金返還決定通知書J

(様式第 13号)により、当該事業主に通知す



る。

第9 調整

申請事業主が、同一年度に、同一の措置内容

に対して、国文は地方公共団体から他の補助金

(間接補助金を含む。)の交付を受けている場

合には、改善助成金の支給を受けることはでき

ないものとする。

第 10 経過措置

平成23年度に職場意識改善計画を認定した助

成金の支給については、今回の改正にかかわら

ず、なお従前の例による。

附則 この要領は、平成20年4月1日から施行す

る。

改正平成21年4月1日 一部改正。

改正平成22年4月1日 一部改正。

改正平成23年4月1日 一部改正。

改正平成24年4月2日 一部改正。

る。

第9 調整

申請事業主が、同一年度に、同一の措置内容

に対して、国又は地方公共団体から他の補助金

(間接補助金を含む。)の交付を受けている場

合には、改善助成金の支給を受けることはでき

ないものとする。

第 10 経過措置

平成2主年度に職場意識改善計画を認定した助

成金の支給については、様式第4号、様式第7

号、様式第11号、犠式第12号及び様式第1

3号を除き、今回の改正にかかわらず、なお従

前の例による。

附則 この要領は、平成20年4月1日から施行す

る。

改正平成21年4月1日一部改正。

改正平成22年4月1日一部改正。

改正平成23年4月1日一部改正。



(別選) 平成年月日

設定改善指標

(1)職渇軍陣改普計画に畠づいた取組(66点)

s錨- ① 労自臨時間等の隈固について、労働時間等股定改普曇員会など労使の話し合いの砲会を聾惜しているか. 整惜している・ 10点
-・・・ ・固--.圃圃・ ・・・・ --- ーーーーーーー

体 霊惜していない 。点

制@ 量.産 ② 労働者からの苦情、意見、要望を受け付ける担当者を選任しているか.
選任している 5点
--------圃- ーーーーーー.
選任していない 。点

褐E @ 雇用する労働者に対して、職場意臨改普計画を周知しているか。 周周知知ししてていいなるい
5点

。点

@ 管理職等に対して、労働時間等の盤定の政普lこ向けた取組の必要性等について研修を実施しているか. 実実施施ししてていいなるい S。点点

年眠るか次の.有取給得体率曜のの目計担画盤的定付、2与週制間度程の度事の入長や期年休次眠有制給度休の曜導の入取等得年状次況有の給労休使眠にのよ取る得砲促毘進制の度たのめ導の入措‘置年を次行有っ給て休い 行っている S点
⑤ トーー-ーーー・

行っていない 。点

富時間 @ 
所定外労働の削減のため、『ノー麗.デーJ、『ノー現象ウィーク』等の取組を行っているか.

行っている S点

行っていない 。点

変形労働時間制、フレックスタイム制、怠量労働制簿、労働者の多微な事情等に対応した労働時間制度を混入して 尊入している S点
等 ① いるか. 導入していない 。点

Eの2 

特〈・・.・値予鑑単特にの置圏身配に畠の聾中慮配保宵及甚を慮者持び.要を観に出す畠の努直屡る分め睡揖と担るのす働喝必女る者を要揖性に脅が曲胃討ラあ者働すヨるE由る者・冒.個【省勘型健〉軽f}器省a医時3聞潔の・・地自除恒先縁、胞量的活や定動な待申国.胴ボS措E体ラ置健ン曜を力テの土関ィ付ア回処与活るを等場凪困の舎等る制骨にを度行圃働eう省る骨a.曲λし者ているか.
4以上 10点

定の @ 
-・・・ ・・・・ 4・・・ ・・・・ ・・・・ --- ーーーーーー・
1-3 5点

改書E ---田・ ・・闘・ ・匝・・ ・・・・ ・・・・ ・・圃・ トーーーーーー・
制度がない 。点

@ ワークシzアリング、在宅勤務、テレワーク等の制度を噂λしているか. 混噂入入ししてていいなるい S。歳点

(1 )の合計点 点

(2)鴫場軍陣改笹計固や労働時間等見直しガイドラインに畠づ〈効果的な取組(115点}

a2制@ 2-① @ 
労使の話合いの健会を聾惜している場合、どの〈らいの顔度で聞憧しているか.

年4回以上 S点
-・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・圃・ ・・・・ ・・・・ ーーーーーーー
年t回向3固 3点

労行働うこ者とかやら窓の口苦の情位、置S等見の、要受望けを付受けけや付すけいる体担制当の者聾を倒選を任ししてていいるるか場.合、担当者がいることを労働者に対し周知を
聾慣している 5点
-・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ --- ーーーー---
聾惜していない 。点

l111m 2 82 ・@ 職に工場意夫を胞し改て普い計る画かを.周知している場合、具体的な取組の方法の周知を行うなど意酪改普に向けた瞥feなどの仕方 工工夫夫ししてていいなるい
S点

。点

@ を管踊理師鵬に等呼にん対だして、専労門働の時敏間材等をの使陸用定しのた改り普すにる向等け、研た修取の組肉の容必を要工性夫等しにてつLいて研修を実倍している場合、専門賞Z 工工夫夫ししてていいなるい
5点

り、 、るか. 。底

70%以上 20点

⑤ 年次有給休曜の取得$が企S健全体で平均して何%か.
60-70%;長潟 時点

50-回%未満 10点

50%朱満 。点

@ |開J※L$SR…開始前(2年度一目の渇合は1年一度目鈴了抑時)1こ制0%で南あったもの一が、引き続き時0%であっ・た場合は-20点とす 5ポイントまでの減少 -10点
ーーーーーー・

s.-r.イントを超えて濡少 -20点

30%以上 20点

• g時間等， ⑦ 年3終間1年所度定目外に労所働定が外、労$働S展時開聞始を前0{時2閉年ま度で目削の誠場し合、は2年t度年度目も目。鈴跨了聞時を}鎗か持らし企た案場全合体1;でt、ど1れ0車ほとどす朗る掃.できたか. 10-却%来満 10怠
-・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・圃・ ・・・・

。点10%未調

年来事間所3展定開外始前労働(2が年、度$目.の開場始合前は{21年年度度目目の終編了合時l}ま!こ1は年0度時目間鈴で了あ時った}かもらの増が加増し加たし編た合場.合は、 -20点とする. I1甜O間-弘軸%語3をまE超で永坦えのて岨吉増増0%加加量. 

-10点
ーーーーーー・

の健gのa普z a 

@ -15点

-20怠

@ 年次有給体唱の計画的付与制度や2週間程度の長期休暇制度がある渇合、実際に利用があったか. 実実績績あなしり
S点

。点

⑪ (1 )⑦で制度がある場合.実障に利用のあった制度はあるか. 実実績績なあしり
.5点

ー o瓦ーー「
4以上 5点

⑪ (1 )⑥で制度がある場合、実際に:J!J用のあった制度はあるか. 1-3 3点

実績なし 0点

⑮ (1 )⑨で制度がある場合、実障に利用のあった制度はあるか. 実実績績あなしり 。5点点

齢外取組回以り

@ 職渇君臨改普計画や取組状況等を、象界誌や自J抵のホームページ等により対外的に公表しているか. 公公表表ししてていいなるい 1。5点歳

@ 経砲営立者して自いらるがか指.揮するまたは僻舗が責任者となるなど、労働時間等の盤定の改替に向けた企業肉の推進体制を 確確立立ししてていいなるい
5点

ト O点

⑮ 
社いる向かに.おける問題点について把握し、必要に応じて集積世十回や要員計固の策定を行うなど、集積の見直しを行って 行行っってていいなるい

5点
ト O点

ん

因園っってていいなるい
5点で ⑮ 位改向普アをン園ケっーていトやるヒかア.リングの実施等により、労働時間等の量定の改普に閲する労働者の意見・要望を取り上げ、い 。点

事項る
⑪ 休制鹿眠制の度事lの用利促進用$の倒ためを広の報情紙報で提取供りを上行げったてりい、る労か働.時間制度紹介のパンフレットを作成して従象員にE布する等、

行っている
。S慮点

行っていない

(2)の合計点 点

(1)+(2)の合計点 点



(別表)制度面の改善のための措置及びその具体的な実施内容・確認書類

制度面の改善のための措置 具体的な実施内容 確認書類

ア 1か月 60時間を超える 1か月 60時間を超える時間 -就業規則(常時10人以上の

時間外労働に係る割増賃金率 外労働lこ係る割増賃金率が 5 労働者を使用する事業場につ

を50%以上とする措置 0%以上となっていない場合 いては、所轄労働基準監督署に

は、割増賃金率を50%以上と 届け出たもの)(写)

する就業規則等の変更を行って -就業規則の届出義務のない常

し、ること。 時使用する労働者が 10人未満

の事業場は、労働者に周知され

ている明文の定め(写)

イ 所定労働時間を週1時間 所定労働時間を週1時間以上 -就業規則(常時10人以上の

以上短縮する措置 短縮することについて、常時10 労働者を使用する事業場につ

人以上の労働者を使用する場合 いては、所轄労働基準監督署に

は就業規則、それ以外の場合は 届け出たもの) (写)

就業規則に準ずる明文の定め -就業規則の届出義務のない常

(以下 f就業規則等jとしづ。) 時使用する労働者が 10人未

の変更を行っていること。 満の事業場は、労働者に周知さ

れている明文の定め(写)

ウ 以下のいずれも満たす措 以下のいずれも満たす内容 -年次有給休暇の取得状況を確

置 ①年次有給休暇の取得状況を確 認する制度の導入について議

①労働時間等設定改善委員会 認する制度の導入について労使 論された労使の話し合いの議

等における年次有給休暇の取 の話し合いを実施したこと。 事次第や議事録(写)

得状況の確認制度を導入した ②以下のいずれかを実施したこ -就業規則(常時10人以上の

こと と(年次有給休暇の計画的付与 労働者を使用する事業場につ

②以下のいずれかの制度の導 に当たっては、年次有給休暇の いては、所轄労働基準監督署に

入したこと 付与者を対象とし、年次有給休 届け出たもの) (写)

( i )年間5日以上の年次有 日慢の日数が足りない労働者に対 -就業規則の届出義務のない常

給休暇の計画的付与制度 しては付与日数を増やす等の措 時使用する労働者が10人未

(量)年次有給休暇の計画的 置をとること) 満の事業場は、労働者に周知さ

付与と休日や任意に与える ( i )年間5日以上の年次有給 れている明文の定め(写)

こととしている諸休暇(夏 休暇の計画的付与を行うこと -年次有給休暇の計画的付与に

季、年末年始休暇等)と組 (量)年次有給休暇の計画的付 関する労使協定(写)

み合わせた 14日以上の連続 与と休日や任意に与えること

休暇制度(ただし、年次有 としている諸休暇(夏季、年

給休暇の計画的付与が3日 末年始休暇等)と組み合わせ



以上ある場合は10日以上の た14日以上の連続休暇(ただ

連続休暇で可とする) し、年次有給休暇の計画的付

与が3日以上ある場合は 10

日以上の連続休暇で可とす

る)とすること

について、就業規則等の変更を

行い、かっ、年次有給休暇の計

画的付与に関する労使協定を締

結していること。

-ta 
喝、

1
1

、



様式第1号

職場意識改善計画認、定申請書

平成年 月 日

労働局長殿

職場意識改善計画の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

申請事業主 住所 一T

電話番号

氏名 印

議事業主が法人の場合は、主たる事業所の所在地、法人の名称及び代表者の氏名を但入してください.

①卸売業 ②小売業

該議申い@備て当す事にも業つOる主い印もの業種のにO印を ださIi'0 
オ 教育・学習支援業カサア~ーオビ以ス外翁のてはア~カ付、だ@けさてにい。つくいてはア~エにつ 医療・福祉業

を付けてく
@①~③以外(ア製造業イ建設業ウ運輸・郵便業エその他)

申摘事業主の資本金文は出資金の総額 円

申賄事業主の常時雇用する労働者の数 人

-事業開始時(事業開始前1年(度))の年次有給休暇の平均取得率 |% 

-事業開始時{事業開始前1年{度))の1か月平均所定外労働時間数 |時間

-事業開始時(事業開始前1年(度))の週の労働時聞が60時間以上の労働者の割合

労働時間等の股定の改普の促進を因る目的により、国

や(地該方当公す共る団も体のかにらO補印助金を付受けけててくいないか
を ださい) 無

職(場ア意及織び改イ普は必計ず画選に択盛すり込るみ 実a 臆ウする以ちa下及のび取b組は必事項ず選を択Oで囲んでください。
こと。のう し、 c-eのう，ち1つ以上選択すること。)

ア 実労労働施働体時時制間間の等等盤股に備闘定のため町措会の普置的役情
( 改す踏る個員々 置、意等見労使及のび揺要望し合を受いのけ機付会けのる盤た備めの担当者の選任

イ[聴労聴場僻場意意瞭蹟に改射改替替のるの醐たためめ開のの措研箇改修善の計実画施の周知

ウ 労働時間等の設定の改善のための措置

a 年次有給休暇の取得促進のための措置
取

組事 b 所定外労働削減のための措置 e 

項 c 労働者の抱える多様な事情及び業務の態織に対応した労働時間の設定

d休労暇働の時付間与等等設の定措改置善指針の2の (2)に定められた、以下に掲げる特に配慮を必要とする労働者に対する

- 健康の保持に努める必要がある労働者

- 子の養育及び、組出産の介径護の等女性を行労働う労働者 (※) 
妊娠中 者(※)
単身赴任者
自発的な職業能力開発を図る労働者
地境活動等を行う労働者 ※は法定の措置を上回る内容

e ワークシェアリング、在宅勤務、テレワーク等の活用による多様な就労を可能とする措置

エ制度面の改善のための措置



様式第2号

職場意識改善計画

平成年月 日

取組事項 具体的な取組内容

1 実施体制の盤備のための措置

(1年度目)

①労働時間等設定改善委整員会の設置等
労使の話し合いの機会の備 (2年度目)

(1年度目)

②労働時間等に関する個々の苦情、当意
見及び要望を受け付けるための担者

'(2年度目)の選任

2 職場意識改善のための措置

(1年度目)

①労働者に対する職場意識改善計画の
周知 (2年度目)

(1年度目)

、

②職場意識改善のための研修の実施
(2年度目)



様式第2号一統紙一

職場意識改善計画

取組事項 具体的な取組内容

3 労働時間等の設定の改善のための措置 {注Lill亙立~邑必主記盤 L @--(5)の2..!2...lつ弘』選盆~主いa

(I年度目)

①置年次有給休暇の取得促進のための措
(2年度目)

(I年度目)

②所定外労働削減のための措置
(2年度目)

(I年度目)

③の態労働様者に対の応抱える多労様働時な事間情の及び業務
した 設定 (2年度目)

(I年度目)

④(労2働)時に定間等め設られ定改た善、指特針に配の慮2のを必要

とする労働者に対する休暇の付与等の (2年度目)
措置 -

(I年度目)

⑤ワークシェアリング、在多様宅勤な務就、テ
レワーすク等る措の活置用による 労を (2年度目)可能と

(1年度目)

4 制3度に面記較の改した善措の置たもめの措置
(注) 該当する場合は再掲の
こと



様式第3号

職場意識改善計画認定通知書

平成年月 日

殿

労働局長 印

平成 年 月 日付けで、申請のあった職場意識改善計画の認定申請について ( 
は、審査の結果、下記により認定したので、通知いたします。

記

1 認定番号 第 号

2 認定年月日 平成年月日

、‘‘『，，
，
 

~、、

(
 



様式第4号

職場意識改善計画不認定通知書

平成 年月 日

殿

労働局長 印

平成 年 月 日付けで申請のあった職場意識改善計画の認定申請について
は、審査の結果、下記の理由により認定しないこととしたので、通知いたします。

記

理由



様式第5号

職場意識改善計画変更認定申請書

平成 年 月 日

労働局長殿

職場意識改善計画の変更の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

申請事業主住所干

電話番号

氏名 印

※事業主が法人の場合は、主たる事業所の所在地、法人の名称及び代表者の氏名を記入してください。

I (具体的に記入してください)

職場意識改善計画変更の事由

....-~.. --..ー-，司?司. -_.  ...【

職場意識改善計画に盛り込み、実施する取組事項をOで囲んでください。
(ア及びイは必ず選択すること。ウのうちa及びbは必ず選択し、 c.......eのうち 1つ以上選択すること。)

ア 実労労施働働体時制の盤備定のための措置

( 時間間等等設に関す改善る個委員々会の苦の情設置、意等労見使及びの話要望ゅを受のけ機付会けのる整た備めの担当者の選任 〕

イ 職職労場働場者意意融職に改善すのための措髄研修置改〔 対る職場意 普計画の周知
改善のための の実施

ウ 労働時間等の設定の改善のための措置

a 年次有給休暇の取得促進のための措置

取 b 所定外労働削減のための措置

組事
c 労働者の抱える多様な事情及び業務の態様に対応した労働時間の設定

項

d労労働働者時に間対等す設る定休改暇善の指付針与の等2のの措置(2) に定められた、以下に掲げる特に配慮を必要とする

. 健康の保持に努める必要がある労働者

. 子の養育、親の介護等を行う労働者(※)
- 妊娠中及び出産後の女性労働者(※)
. 単身赴任者
. 自発的な職業能力開発を図る労働者
. 地域活動等を行う労働者 ※は法定の措置を上回る内容

e ワークシェアリング、在宅勤務、テレワーク等の活用による多様な就労を可能とする措置

エ 制度面の改善のための措置



様式第5号(別紙)

職場意識改善変更計画

平成年月 日

取組事項 具体的な取組内容

1 実施体制の整備のための措置

(I年度目)

①労働時間等設定の機改会善委盤員会の設置等
労使の話し合い の備 (2年度目)

(I年度目)

②労働時間等に関付する個々の苦情担、当意
見及び要望を受けけるための 者

(2年度目)の選任

2 職場意職改善のための措置

(I年度目)

①労働者に対する職場意織改善計画の
周知 (2年度目)

(I年度目)

②職場意識改善のための研修の実施
(2年度目)



様式第5号(別紙)

職場意識改善変更計画

取組事項 具体的な取組内容

3 労働時間等の設定の改善のための措置 {注}①及び@は必ず記較し、@-@のうち 1つ以上選択してください.

(I年度目)

①置年次有給休暇の取得促進のための措
(2年度目)

(I年度目)

②所定外労働削減のための措置
(2年度目)

(I年度目)

③の態労働様者に対の応抱えしたる多労様働時な事間情の設及び定業務
(2年度目)

(I年度目)

@措と(す置労2働)る時定間等め設られ定改善、る指特休針暇に配のの慮付2与のをにた 必要
労働者に対す 等の (2年度目)

、

(I年度目)

⑤ワークシェアリング、在多様宅勤な就務労、テ
レワーすク等る措の活置用による を (2年度目)
可能と

. 

(I年度目)

4 制度面の改した善措の置たも肢め当のす措る置場
(注)3に記鞍 合は再掲の
こと



様式第6号

職場意識改善計画変更認定通知書

平成年月 日

殿

労働局長 印

平成 年 月 日付けで申請のあった職場意識改善計画変更の認定申請につ
いては、審査の結果、下記により認定したので通知いたします。

記

1 認定番号 第 号

2 認定年月日 平成'年月 日



様式第7号

職場意識改善計画変更不認定通知書

平成年月 日

殿

労働局長 印

平成 年 月 日付けで申請のあった職場意識改善計画変更の認定申請につ
いては、審査の結果、下記の理由により認定しないこととしたので 通知いたしま
す。

記

理由



様式第8号

職場意識改善助成金支給申請書

平成 年 月 日

労働局長殿

職場意識改善助成金の支給を受けたいので、下記のとおり申鵠します。

記

申請事業主住所干

電話番号

氏名 印

ー.'事業主が法人の場合は、主たる事業所の所在地、法人の名称及び代表者の氏名を記入してください。

・-...""n:.・... ーーー・声、 E二司 w， .... 晶・"・ .. .事. 、円，，， . ー-，、 F圃' 司・ "7、ー・..， 司v 、--~ 、-司固 悼...，-、.、・司唱、-. ， 
ア

[労労働働時時間間の轍等霊に備定闘の改すた輔る個め員の々措会の置の苦設情置、等意労見使及びの話要望し合を受いのけ齢付けのる整た備めの担当者の選任

イ[職臓労場働場意者意織臨に対改改替善すののる駒たため場めの意の政措研改置修普の計実画鑑の周知

ウ 労働時間等の設定の改善のための措置

a 年次有給休暇の取得促進のための措置

取
b 所定外労働削減のための措置

kJl c 労働者の抱える多様な事情及び業務の態様に対応した労働時間の設定

事項 d休労暇働の時付間与等等設の定措改置善指針の2の (2)に定められた、以下に掲げる特に配慮を必要とする労働者に対する

健康の保持に努める必要がある労働者
子の養育、観の介護等を行う労働者(諜)
妊娠中及び出産畿の女性労働者(滋)
単身赴任者
自発的な融業飽力開発を図る労働者
地壊活動等を行う労働者 ※は法定の措置を上回る内容

e ワークシzアリング、在宅勤務、テレワーク等の活用による多機な就労を可能とする措置

エ 制度面の改善のための措置

2 助成金の振込先口

金融機関名及び番号 支唐名及び番号 口座番号(右へ寄せてください)

1-ーーーーーーーーーーーーー ト・・・ーーーーーーーー

口座の稲類 口座名義(カタカナ)

普通 . . 当座
{餓当するものをOで函んで〈ださい}

3 その他(以下の項目で該当するものをOで囲んでください。)
(1)労働保険料を2年を超えて滞納していないか l 滞納している
(2)過去3年間に助成金の不正受給を行っていないか l 行った
(3)労働時間等の設定の改善の促進を図る目的により、国やl・ 有→補助金の名称
地方公共団体から補助金を受けていないか 1・ 無

な
-
い
b
-
な

て
-
い
し
-
て
納
-
っ
滞
-
行



様式第9号

職場意識改善助成金事業実施状況報告書

平成 年 月 日

労働局長殿

職場意識改善助成金事業の取組の状況について、下記のとおり報告します。

記

申請事業主 住所干

電話番号

氏名 印

※事業主が法人の場合は、主たる事業所の所在地、法人の名称及び代表者の氏名を記入してください。

1 事業実施状況

(1 )取組事項(それぞれの措置ごとに当てはまるものを全てOで囲んでください。)

l実施体制の整備のための措置

ア 労働時間等設定改善委員会の設置等労使の話し合いの機会の整備

イ 労働時間等に関する個々の苦情、意見及び要望を受け付けるための担当者の選任

l職場意識改善のための措置

ア 労働者に対する職場意識改善計画の周知

イ 職場意識改善のための研修の実施

l労働時間等の設定の改善のための措置 l 

ア 年次有給休暇の取得促進のための措置

イ 所定外労働削減のための措置

ウ 労働者の抱える多様な事情及び業務の態様に対応した労働時間の設定

エ 労働時間等見直しガイドラインの2の (2)の『特に配慮を必要とする労働者について事業主が講

ずべき措置Jのイからトに定められた、特に配慮を必要とする労働者に対する休暇の付与等の措置

オ ワークシェアリング、在宅勤務、テレワーク等の活用による多様な就労を可能とする措置

l制度面の改善のための措置

1か月 60時間を超える時間外労働に係る割増賃金率を50%以上とする措置を実施した上で、

ア 所定労働時聞を週 1時間以上短縮する措置

イ 以下のいずれも満たす措置

①労働時間等設定改善委員会における年次有給休暇の取得状況の確認制度を導入したこと

②以下のいずれかの制度を導入したこと

( i )年間5日以上の年次有給休暇の計画的付与制度

(益)年次有給休暇の計画的付与と休日や任意に与えることとしている諸休暇(夏季、年末年始休

等)と組み合わせた14日以上の連続休暇制度(ただし、年次有給休暇の計画的付与が3日以上あ

る場合は10日以上連続休暇で可とする)



2 取組実績(選択した取組事項について記入すること。)

( 1 )労働時間等設定改善委員会の設置等労使の話し合いの機会の整備

(労働時間等の設定の改善に関する特別措置法第7条第2項の規定による衛生委員会のみなしを含む)

労働時間等設定改善委員会な 名称 話し合いの機会の頻度
どの設置の有無

労使の話し合いの機会の整備 有・無 年 回

話し合った内容

(2)労働時間等に関する個々の苦情、意見及び要望を受け付けるための担当者の選任

担当者の役職・氏名

労働者に対する周知方法

窓口の設置等受け付けや
すい体制の整備につい
て、具体的な措置内容

(3)労働者に対する職場意識改善計画の周知

労働者に対する職場意識改善計画の周知について、具体的な措置内容

(4)職場意識改善のための研修の実施

実施した研修の具体的
な内容

講
容
措

の
内
的

合
修
体

場
研
具

た
、
の

し
ど
め

施
な
た

実
定
の

を
選
実

修
の
充

研
師
の
置



(5)年次有給休暇の取得促進のための措置

事業実績(労働者1人平均取得回数、平均付与日数(繰越日数を含まない)及び平均取得率)

事業開始時

平均取得日数/平均付与日数 日/ 日)

平均取得率 % 

具体的措置内容

年次有給休暇の計画的付与制度の有無

有の場合、具体的な実施内容

長期休暇制度の有無

有の場合、具体的な実施内容

その他行った具体的措置の内容

(6)所定外労働の削減のための措置

事業実績(労働者l人平均所定外労働時間)

事業開始時
{事業開始前1年(度))

年間所定外労働時間数

具体的取組内容

ノー残業デー、ノー残業ウィークの実施の有無

有の場合、具体的な実施内容

~ 

時間

1年度事業終了時 増減

日/ 日) 日/

%" 本.イント

有 . 無

有 . 無

1年度事業終了時 増減

時間 時間

有・無

日)

% 



変形労働時間制度等の活用実績

内 訳 制度の有無 活用状況(労働者数)

変形労働時間制 有 . 無 人

フレックスタイム制 有 . 無 人

裁量労働制 有 . 無 人

(8)労働時間等見直しガイドラインの2の (2)の f特に配慮を必要とする労働者について事業主が講ずべき措置j

のイからトに定められた、特に配慮を必要とする労働者に対する休暇の付与等の措置(②及び③は法定の措置を
_. -
ー

具体的な措置内容〈詳細を記載すること) 休暇制度等の有無 活用状況(労働者数)

①「特に健康の保持に努める必要があると認められる労働者jに係る措置

有 . 無

②「子の養育文は家族の介護を行う労働者j に係る措置

有 . 無

③「妊娠中及び出産後の女性労働者Jに係る措置

有 . 無

④ f単身赴任者j に係る措置

有 . 無

⑤「自発的な職業能力開発を図る労働者Jに係る措置

有 . 無

⑥ f地域活動等を行う労働者Jに係る措置

有 . 無

(9)ワークシェアリング、在宅勤務、テレワーク等の活用による多様な就労を可能とする措置

人

人

人

人

人

人



ワークシェアリング、在宅勤務、テレワーク等の|
整備 『

具体的な措置内容

(1 0)その他の措置内容

職場意識改善計画のホームページ等を活用した公表

制度の有無

有・無

経営者自らが指揮するまたは幹部が責任者となるなど、企業内の推進体制の確立

社内の問題点を把握し、業務計画の策定などの業務の見直しの実施

社内アンケート調査の実施等による労働者の意見・要望を取り上げ、改善を図っ
ているか

休暇制度の利用促進のためのパンフレットの作成等、労働者に対する情報提供

具体的な措置内容

有 . 無
有 . 無
有 . 無

有 . 無

有 . 無



(1 1)制度面の改善のための措置

1か月 60時間を超える時間外労働に係る割噌賃金を50%以上にする措置 有 . 無

ア 所定労働時聞を週1時間以上短縮する措置 有 . 無

イ

①労働時間等設定改善委員会等における有給休暇の取得状況の確認制度を導入

したこと

②以下のいずれかの制度の導入したこと

( i )年間5日以上の年次有給休暇の計画的付与制度 有 . 無
(益)年次有給休暇の計画的付与と休日や任意に与えることとしている諸休

暇(夏季、年末年始休暇等)と組み合わせた14日以上の連続休暇制度(た

だし、年次有給休暇の計画的付与が3日以上ある場合は10日以上の連続休

暇制度で可とする)



様式第10号

職場意識改善助成金事業実施結果報告書

平成 年 月 日

労働局長殿

職場意識改善助成金事業の取組の状況について、下記のとおり報告します。

記

申請事業主 住所干

電話番号

氏名 印

来事業主が法人の場合は、主たる事業所の所在地、法人の名称及び代表者の氏名を記入してくだ
さい。

1 事業実施状況

(1)取組事項(それぞれの措置ごとに当てはまるものを全てOで囲んでください。)
l実施体制の整備のための措置 l 
ア 労働時間等設定改善委員会の設置等労使の話し合いの機会の整備

イ 労働時間等に関する個々の苦情、意見及び要望を受け付けるための担当者の選任

l職場意識改善のための措置 l 
ア 労働者に対する職場意識改善計画の周知

イ 職場意識改善のための研修の実施

l労働時間等の設定の改善のための措置 l 
ア 年次有給休暇の取得促進のための措置

イ 所定外労働削減のための措置

ウ 労働者の抱える多様な事情及び業務の態様に対応した労働時間の設定

エ 労働時間等見直しガイドラインの2の (2)の『特に配慮を必要とする労働者について事業主治:
講ずべき措置Jのイからトに定められた、特に配慮を必要とする労働者に対する休暇の付与等の 1

措置

オ ワークシェアリング、在宅勤務、テレワーク等の活用による多様な就労を可能とする措置
2 取組実績(選択した取組事項について記入するこ ~n ) 

( 1 )労働時間等設定改善委員会の設置等労使の話し合いの機会の整備
(労働時間等の設定の改善に関する特別措置法第7条第2項の規定による衛生委員会のみなしを含む)

労働時間等股定改善委員会な
名称 話し合いの機会の頻度どの設置の有無

労使の話し合いの機会の整備 有・無 年 回

話し合った内容



(2)労働時間等に関する個々の苦情、意見及び要望を受け付けるための担当者の選任

担当者の役職・氏名

労働者に対する周知方法

窓口の設置等受け付けやす
い体制の整備について、具
体的な措置内容

(3)労働者に対する職場意識改善計画の周知

芳 副画の周ヲ請にういて、具

(4)職場意識改善のための研修の実施

実施した研修の具体的
な内容

研修を実施した場合の講師
の選定など、研修内容の充
実のための具体的措置

、

. 



(5)年次有給休暇の取得促進のための措置

事業実績(労働者1人平均取得日数、平均付与日数(繰越日数を含まない)及び平均取得率)

事業開始時 2年度事業終了時 増減

平均取得日数/平均付与日数 日/ 日) 日/ 日) 日/ 日)

平均取得率 % % ポイント

具体的措置内容

年次有給休暇の計画的付与制度の有無 有 . 無
有の場合、具体的な実施内容

長期休暇制度の有無 有 . 無
有の場合、具体的な実施内容

その他行った具体的措置の内容

(6)所定外労働の削減のための措置

事業実績(労働者1人平均所定外労働時間)

事業開始時
2年度事業終了時 増減

(事業開始前1年(度))

年間所定外労働時間数 時間 時間 時間 % 

週の労働時間が60時間
% % % 

以上の労働者の割合

具体的取組内容

ノー残業デー、ノー残業ウィークの実施の有無 有 . 無
有の場合、具体的な実施内容

そC他行った措置の具体;Jrl-t:r



(7)労働者の抱える多様な事情及び業務の態様に対応した労働時間等の設定
内*

変形労働時間制度等の活用実績

内 訳 制度の有無 活用状況(労働者数)

変形労働時間制 有 . 無 人

フレックスタイム制 有 . 無 人

裁量労働制 有 . 無 人

(8)労働時間等見直しガイドラインの2の (2)の「特に配慮を必要とする労働者について事業主が講ずべき措置j
のイからトに定められた、特に配慮を必要とする労働者に対する休暇の付与等の措置(②及び③は法定の措置を

. . 
具体的な措置内容(詳細を記載すること) 休暇制度等の有無 活用状況(労働者数)

①『特に健康の保持に努める必要があると認められる労働者Jに係る措置

有 . 無 人

②『子の養育文は家族の介護を行う労働者Jに係る措置

有 . 無 人

③『妊娠中及び出産後の女性労働者Jに係る措置

有 . 無 人

④「単身赴任者」に係る措置

有 . 無 人

⑤「自発的な職業能力開発を図る労働者Jに係る措置

有 . 無 人

⑥「地域活動等を行う労働者Jに係る措置

有 . 無 人



(9)ワークシェアリング、在宅勤務、テレワーク等の活用による多様な就労を可能とする措置

ワークシェアリング、在宅勤務、テレワーク等の l
整備 『

具体的な措置内容

(1 0)その他の措置内容

職場意識改善計画のホームページ等を活用した公表

制度の有無

有・無

経営者自らが指揮するまたは幹部が責任者となるなど、企業内の推進体制の確立

社内の問題点を把握し、業務計画の策定などの業務の見直しの実施

社内アンケート調査の実施等による労働者の意見・要望を取り上げ、改善を図つ
ているか

休暇制度の利用促進のためのパンフレットの作成等、労働者に対する情報提供

具体的な措置内容

有 . 無
有 . 無
有 . 無

有 . 無
有 . 無



様式第11号

職場意識改善助成金支給決定通知書

平成 年月 日

殿

労働局長 印

平成 年 月 日付けで申請のあった職場意識改善助成金については、審査
の結果、下記のとおり支給することを決定したので、通知いたします。

記

1 支給決定額 円

2 支給決定年月日 平成年月日

<注意事項>

1 助成金の支給に関して必要と認め実施する調査又は報告に協力してください。

2 職場意識改善助成金の支給に係る関係書類は、翌年度の初日から起算して5年
問整理保管してください。

3 偽りその他不正の手段により助成金の支給を受けた場合には、支給した助成金
の全部又は一部を直ちに返還していただきます。



様式第12号

職場意識改善助成金不支給決定通知書

平成年月 日

殿

労働局長 印

平成 年 月 日付けで支給申請のあった職場意識改善助成金については、
審査の結果、下記の理由により支給しないことを決定したので、通知いたします。マ

記

理由



様式第13号

職場意識改善助成金返還決定通知書

平成年月 日

殿

労働局長 印

平成 年 月 日付けをもって支給した職場意識改善助成金については、下
記により返還するよう通知いたします。

1 返還の理由

2 返還額

3 返還の期限

4 返還の方法

記

円

平成年月日

別途交付する納入告知書に従い、上記2の金額
を国庫に納付すること



別添2

「過重労働による健康障害防止のための総合対策についてj

(平成 18年3月 17日付け基発第0317008号)新旧対照表

後
一正一
記

改
一

別紙1

2 過重労働による健康障害を防止するため事

業者が講ずべき措置等の周知徹底

都道府県労働局及び労働基準監督署は、集

団指導、監督指導、個別指導等のあらゆる機

会を通じて、リーフレット等を活用した周知

を図るとともに、キャンペーン月間の設定等

により、事業者が講ずべき措置の内容につい

て、事業者に広く周知を図ることとするロ

なお、この周知に当たっては、関係事業者

団体等並びに都道府県産業保健推進センター

及び地域産業保健センタ一等も活用すること

とする。

併せて、平成16年6月に公開した労働者

の疲労蓄積度自己診断チェックリスト等の活

用促進のための周知も図ることとする。

行現
一
記

別紙1

2 過重労働による健康障害を防止するため事

業者が講ずべき措置等の周知徹底

都道府県労働局及び労働基準監督署は、集

団指導、監督指導、個別指導等のあらゆる機

会を通じて、リーフレット等を活用した周知

を図るとともに キャンベーン月間の設定等

により、事業者が講ずべき措置の内容につい

て、事業者に広く周知を図ることとする。

なお、この周知に当たっては、関係事業者

団体等並びに都道府県産業保健推進センター

及び地域産業保健センタ一等も活用すること

とする。

併せて、過重労働による健康障害防止のた

めの自主的改善事業、平成16年 6月に公開

した労働者の疲労蓄積度自己診断チェックリ

スト等の活用促進のための周知も図ることと

する。

3 過重労働による健康障害防止のための窓口 13 過重労働による健康障害防止のための窓口

指導等 | 指導等

(3)労働時間等の設定の改善に向けた自主的 1 (3)労働時間等の設定の改善に向けた自主的

取組の促進に係る措置

限度基準に規定する限度時間を超える時

間外労働を行わせることが可能な36協定

を締結している事業場であって、労働時間

等の設定の改善に向けた労使による自主的

取組の促進を図ろうとするものに対し、都

道府県労働局に毘置されている働き方・休

み方改善コンサルタントの活用が図られる

よう措置する。

取組の促進に係る措置

限度基準に規定する限度時間を超える時

間外労働を行わせることが可能な36協定

を締結している事業場であって、労働時間

等の設定の改善に向けた労使による自主的

取組の促進を図ろうとするものに対し、都

道府県労働局に配置されている労働時開設

定改善コンサルタントの活用が図られるよ

う措置する。



別添3

「当面の労働時間対策の具体的推進についてj

(平成23年4月 1日付け基発0401第 19号)新旧対照表

改正後 現 行

記 記

第2 仕事と生活の調和の実現に向けた主な取 第2 仕事と生活の調和の実現に向けた主な取

組等 組等

2 労働時間等の設定の改善を促進するため 2 労働時間等の設定の改善を促進するため

の支援 の支援

(2) 労働時間等設定改善関係事業の実施 (2) 労働時間等設定改善関係事業の実施 ! 

ウ 特に時間外労働が長い事業場の事業 ウ 特に時間外労働が長い事業場の事業

主に対する自主的取組の推進 主に対する自主的取組の推進

長時間にわたる時間外労働の是正の 長時間にわたる時間外労働の是正の

ための自主点検等を実施し、特に時間 ための自主点検等を実施し、特に時間

外労働が長い等改善が必要と考えられ 外労働が長い等改善が必要と考えられ

る事業場に対しては、局に配置された る事業場に対しては、局に配置された

働金方・休み方改善コンサルタント(以 労働喧閲設定改善コンサルタント(以

下「コンサルタントJという o )を活 下『コンサルタントj という。)を活

用し、個別訪問や集団に対する研修会 用し、個別訪問や集団に対する研修会

等を実施すること。 等を実施すること。


